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「農産物」の「SASB スタンダード」に対する修正案 
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「SASBスタンダード」について 

2022 年 8 月時点で、IFRS 財団の国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）は「SASB スタンダード」

についての責任を引き受けた。ISSB は、「SASB スタンダード」を維持し、向上させ、進展させること

を約束し、作成者及び投資者が「SASB スタンダード」を使用し続けることを奨励している。 

IFRS S1 号「サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要求事項」（IFRS S1 号）は、企業

の見通しに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステナビリティ関連のリスク及び機会を識別

する際に、企業が「SASB スタンダード」における開示トピックを参照し、その適用可能性を考慮するこ

とを要求している。同様に、IFRS S1号は、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関してどの情報を

開示するかを決定する際に、企業が「SASB スタンダード」における指標を参照し、その適用可能性を考

慮することを要求している。 

2023 年 6 月に、ISSB は、IFRS S2 号「気候関連開示」に付属する産業別ガイダンスと整合させるため

に、「SASB スタンダード」における気候関連のトピック及び指標を修正した。2023 年 12 月に、ISSB
は、「SASB スタンダードの国際的な適用可能性」プロジェクトの一環としてに関連して、気候関連以外

のトピック及び指標を修正した。 

発効日 

[20XX 年 XX 月]版の「SASB スタンダード」は、すべての企業について、[日付]に開始する報告期間より

発効する。早期適用は認められる。  

2023 年 12 月版の本スタンダードは、すべての企業について、2025 年 1 月 1 日以後に開始する年次期間

より発効する。 

早期適用は、すべての企業について認められる。   
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はじめに 

「SASBスタンダード」の全体像 

「SASB スタンダード」は、77 の産業固有のサステナビリティ会計基準（「SASB スタンダード」又は

「産業別基準」）のセットであり、「Sustainable Industry Classification System®」（SICS®）に従っ

てカテゴリー分けされる。 

「SASB スタンダード」には、次のものが含まれる。 

1 産業の説明：当該説明は、ビジネス・モデル、活動及び当該産業への参加を特徴付ける

（characterise）他の共通の特徴（features）を説明することにより、企業が適用される産業ガイダ

ンスを識別することを支援することを意図している。 

2 開示トピック：特定の産業内の企業によって行われる活動に関連する、特定のサステナビリティ関

連のリスク又は機会を記述している。 

3 指標：開示トピックに付随し、個別に又はセットの一部として、特定の開示トピックについて企業

のパフォーマンスに関する有用な情報を提供するように設計されている。 

4 技術的プロトコル：定義、範囲、適用及び関連する指標の表示に関するガイダンスを提供する。 

5 活動指標：企業による特定の活動又は事業の規模を定量化するものであり、データを正規化して比

較を容易にするために、3 で参照される指標と組み合せて使用することを意図している。 

「ISSB 基準」の導入の一部として「SASB スタンダード」を用いる企業は、関連する ISSB の適用ガイ

ダンスを考慮すべきである。 

「ISSB 基準」から独立して「SASB スタンダード」を用いる企業については、「SASB スタンダード適

用ガイダンス」がすべての「産業別基準」の使用に適用されるガイダンスを設定しており、本スタンダー

ドの一部とみなされる。「産業別基準」に含まれる技術的プロトコルにおいて異なるように示されていな

い限り、「SASB スタンダード適用ガイダンス」におけるガイダンスは、「産業別基準」における指標の

定義、範囲、適用、調製及び表示に適用される。 

歴史的に、「SASB 概念フレームワーク」は、サステナビリティ会計についての基準設定に対するアプロ

ーチにおいて SASB スタンダード審議会を導く基本的な概念、原則、定義及び目的を示した。 
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「SASBスタンダード」基準の使用 

「SASB スタンダード」は、短期、中期又は長期にわたり、企業の見通しキャッシュ・フロー、当該企業

のファイナンスへのアクセス又は資本コストに影響を与える（affect）と合理的に見込み得るサステナビ

リティ関連のリスク及び機会に関する情報を企業が開示するためのガイダンスの情報源となることを支援

することを意図している。 

適用される「産業別基準」、開示トピック及び指標の識別 

企業は、どの「産業別基準」及びどの開示トピックが自身のビジネスに適用されると関連するか、並びに、

どの関連する指標を報告するかを決定する。一般的に、企業は、SICS®において識別されるように、主要

な産業に固有の「SASBスタンダード」を用いるべきである。しかしながら、複数の SICS®産業において

実質的なビジネス活動を有する企業は、複数の追加的な「SASB スタンダード」における開示トピック及

び関連する指標を参照し、その適用可能性を考慮すべきである。 

「SASB スタンダード」のに含まれる開示トピック及び関連する指標は、一般目的財務報告書の利用者投

資者に有用である可能性があるものとして識別された。したがって、「SASB スタンダード」は、利用者

にとって重要性がある（material）情報を提供するサステナビリティ関連財務開示を、企業が作成するこ

とを支援する。しかしながら、重要性（materiality）は企業固有の評価であり、どのような事項につい

て情報を提供すべきかを決定し、どのような開示が重要性がある（material）情報を構成するのかを評価

する重要性（materiality）の判断及び決定を行う責任は報告企業にある。 

ISSB は、「SASB スタンダード」の適用に関連する、次の教育的資料を公表している。 

(a) 「サステナビリティ関連のリスク及び機会、並びに重要性がある情報の開示」（2024 年） 

(b) 「IFRS S1 号における要求事項を満たすための『SASB スタンダード』の使用」（2024 年） 

(c) 「『ISSB 基準』を適用する場合の ISSB 産業別ガイダンスの使用」（2025 年） 

「ISSB 基準」から独立した「SASB スタンダード」の使用 

「SASB スタンダード」は、IFRS S1 号を適用する際のガイダンスの情報源となるが、「IFRS サステナ

ビリティ開示基準」を適用していない企業であっても、サステナビリティ関連のリスク及び機会に関する

重要性がある（material）情報を開示するために「SASB スタンダード」を使用することができる。 

「SASB スタンダード」の一部の指標は、IFRS S1 号及び IFRS S2 号への参照を含んでいる。これらの

基準を適用していない作成者は、これらの参照を他の基準やフレームワークへの参照と同様に扱うべきで

ある。 
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産業の説明 

「農産物」産業に属する企業は、野菜、及び果物、種、茶葉の加工、売買及び流通、並びに、コーヒー豆、

穀物、砂糖、食用油、トウモロコシ、米、及び大豆、及び動物用飼料などの農産物の生産、売買、加工及

び流通を行う生産及び製粉に従事している。この産業の企業は、消費財消費者用及び工業用途用製品に使

用する製品を消費者及びビジネスの双方に供給直接販売する。この産業に属する企業は、直接作物の生産

に従事したり、農家、加工業者、小売業者及びレストランの間の仲介者として活動したり、食品バリュー

チェーンの複数の段階にわたり事業を営む場合がある。典型的には、これらの企業は、その後に価値を付

加する活動（例えば、加工、売買、流通及び製粉）を行うために、これらの製品を育てる世界中の第三者

である生産者企業から農産物を（直接的又は間接的に）購入し、する。例えば、加工、製粉、売買、流通

及び卸売のような付加価値のある活動を行う。農産物企業はまた、卸売り及び流通に関わっている。この

産業に属する企業は、農産物の相当程度について、さまざまな国の第三者である生産者から調達する場合

がある。したがって、サプライ・チェーン内のサステナビリティ・リスクを管理することは、信頼できる

原材料供給を確保し、長期にわたり価格の上昇リスクやボラティリティを軽減するうえで重要（critical）
である。 
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サステナビリティ開示トピック及び指標 

表1. サステナビリティ開示トピック及び指標 

トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

温室効果ガス

排出 

(1)グローバルでの「スコープ

1」の総排出及び(2)排出制限規

制の対象となる割合 

定量 CO2 相当メー

ト ル ・ ト ン

(t) 、パーセン

テージ(%) 

FB-AG-110a.1 

「スコープ1」の温室効果ガス排

出目標及び「スコープ1」の排出

を管理するための長期的及び短

期的な戦略又は計画、排出削減

目標並びにそれらの目標に対す

るパフォーマンスの分析につい

ての記述説明 

説明及び分

析 
該当なし FB-AG-110a.2 

 (1)フリートの燃料総消費量及

び(2)再生可能燃料の消費量割合 

定量 ギガジュール

(GJ)、パーセ

ンテージ(%) 

FB-AG-110a.3 

エネルギー管

理 

(1)事業によるエネルギー総消費

量、(2)購入した電気の消費量並

びに電力系統からの電気の割合

及び(3)(a)自己生成及び(b)直接

契約からの再生可能電力の消費

量エネルギーの割合 

定量 ギガジュール

(GJ)、パーセ

ンテージ(%) 

FB-AG-130a.1 

水管理 

(1)水源別の総取水量、(2)総消費

水量並びに(3)水ストレスのある

場所からの(a)取水量及び(b)消費

水量の割合及びそれらの「ベー

スライン水ストレス」が「高

い」又は「極めて高い」地域の

割合 

定量 メガリットル

(ML)、千立方

メ ー ト ル

(m³) 、パーセ

ンテージ(%) 

FB-AG-140a.1 

水関連の管理リスク及び機会の

記述並びにそれらを管理するた

めの当該リスクを緩和するため

の戦略及び実務の記述説明（進

捗をモニタリングするために設

定された目標を含む。） 

説明及び分

析 
該当なし FB-AG-140a.2 
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

水質の許認可、基準及び規制に

関連する違反事案（incidents of 
non-compliance）の件数 

定量 数 FB-AG-140a.3 

(1)排出先及び(2)処理レベルごと

の排出された水の総量 
 メガリットル

(ML) 
FB-AG-140a.4 

食品ロス及び

食品廃棄物 

(1)発生した食品ロスの総量及び

(2)転用した量 
 メートル・ト

ン(t) 
FB-AG-150a.1 

バリュー・チェーンを通じた食

品ロス及び食品廃棄物に関連す

る機会に対処するための戦略の

記述 

 該当なし FB-AG-150a.2 

土地利用及び

生態系へのイ

ンパクト 

(1)事業の空間フットプリント合

計、(2)撹乱された地域及び(3)復
元された地域 

 平方キロメー

トル(km²) 
FB-AG-160a.1 

環境に敏感な場所又はその周辺

の事業の空間フットプリント合

計の割合 

 パーセンテー

ジ(%) 
FB-AG-160a.2 

持続可能な方法で管理されてい

る土地の製品別の総面積 
 平方キロメー

トル(km²) 
FB-AG-160a.3 

森林破壊又は転換がないと決定

された直接農場事業から生産さ

れた農産物の割合（進捗をモニ

タリングするために設定された

目標を含む。） 

 重量のパーセ

ンテージ(%) 
FB-AG-160a.4 

自然及び気候に関連する物理的

リスクに敏感な直接農場事業か

らの優先製品 

 該当なし FB-AG-160a.5 

直接農場事業において環境資源

を管理し持続可能な農業の実務

を導入するための戦略の記述 

 該当なし FB-AG-160a.6 

食品の安全性 

「世界食品安全イニシアチブ」

（GFSI）による監査(1)不適合率

並びに(2)(a)主要な不適合及び(b)
軽微な不適合の関連する是正措

置率 

定量 比率 FB-AG-250a.1 
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

「世界食品安全イニシアチブ」

（GFSI）認定の食品安全認証プ

ログラムに認証されたサプライ

ヤーから調達した農産物の割合 

定量 コストのパー

センテージ(%) 
FB-AG-250a.2 

(1)公表された食品安全上の理由

によるリコールの記述数及び(2)
リコールされた製品食品製品の

総重量1 

定量 数 、 メ ー ト

ル・トン(t) 
FB-AG-250a.3 

(1)自社の事業及び(2)仲介者につ

いて国際的に認知された食品安

全基準によって認証されたサイ

トからの生産量の割合 

 重量のパーセ

ンテージ(%) 
FB-AG-250a.4 

バリュー・チェーンを通じて食

品の安全性を確保するためのプ

ロセス、統制及び手続 

 該当なし FB-AG-250a.5 

労働条件 

直接事業における労働条件（強

制労働及び児童労働を含む。）

を管理するためのプロセス、統

制及び手続 

 該当なし FB-AG-310a.1 

労 働 力

（workforce）
の健康及び安

全 

(a) 直接従業員及び(b)非従業員労

働者契約社員についての(1)死亡

の数並びに(2)総記録災害度数率

（TRIR）、(2)死亡率、(3)ニア

ミス頻度率（NMFR） 

定量 数、比率 FB-AG-320a.1 

原材料のサプ

ライ・チェー

ンが環境及び

社会に与える

インパクト 

(1)第三者の環境又は社会基準の

認証を受けた農産物を調達した

割合及び(2)基準ごとの割合 

定量 コストのパー

センテージ(%) 
FB-AG-430a.1 

サプライヤーの社会及び環境責

任監査(1)不適合率並びに(2)(a)主
要な不適合及び(b)軽微な不適合

の関連する是正措置率 

定量 比率 FB-AG-430a.2 

 
1 FB-AG-250a.3に関する注記 –この開示には、相当数（a significant amount）の製品に影響を与えた（affected）も

の又は深刻な（serious）疾病若しくは死亡に関連したものなど、重大な（notable）リコールの記述を含めなけれ

ばならない。 
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トピック 指標 カテゴリー 測定単位 コード 

契約栽培及び商品調達から生じ

る環境及び社会リスクを管理す

るための戦略についての説明 

説明及び分

析 
該当なし FB-AG-430a.3 

GMO 管理 
遺伝子組換生物（GMO）の使用

を管理するための戦略について

の説明 

説明及び分

析 
該当なし FB-AG-430b.1 

環 境 サ プ ラ

イ・チェーン

管理 

森林破壊又は転換がないと決定

された、調達した農産物の割合

（進捗をモニタリングするため

に設定された目標を含む。） 

 重量のパーセ

ンテージ(%) 
FB-AG-430c.1 

サプライ・チェーンにおける自

然及び気候に関連する物理的リ

スクに敏感な、優先的に調達さ

れる農産物 

 該当なし FB-AG-430c.2 

サプライ・チェーンにおいて環

境資源を管理し持続可能な農業

の実務を導入するための戦略の

記述 

 該当なし FB-AG-430c.3 

社 会 サ プ ラ

イ・チェーン

管理 

サプライ・チェーンにおける労

働条件及び地域社会へのインパ

クトを管理するためのプロセ

ス、統制及び手続（人権デュ

ー・デリジェンスを含む。） 

 該当なし FB-AG-430d.1 

サプライ・チェーンにおける製

品の経路を追跡する国際的に認

知された基準によって認証され

た、調達した農産物の割合 

 重量のパーセ

ンテージ(%) 
FB-AG-430d.2 

過去 3 年間に独立した第三者に

よる監査又は検証の対象となっ

た高リスク・サプライヤーの割

合、並びに不適合及び是正措置

の記述 

 パーセンテー

ジ(%) 
FB-AG-430d.3 

原材料調達 

主要作物の識別及び気候変動に

よってもたらされるリスク及び

機会の記述 

説明及び分

析 
該当なし FB-AG-440a.1 

「ベースライン水ストレス」が

「高い」又は「極めて高い」地

域から調達した農産物の割合 

定量 コストのパー

センテージ(%) 
FB-AG-440a.2 
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表2. 活動指標 

活動指標 カテゴリー 測定単位 コード 

優先製品別の(a)直接農場事業から生産さ

れた農産物及び(b)第三者から調達した農

産物主要作物別生産量2 

定量 メートル・トン(t) FB-AG-000.A 

加工施設数3 定量 数 FB-AG-000.B 

現在生産中の土地総面積 定量 ヘクタール FB-AG-000.C 

外部から調達した農産物のコスト4 定量 表示通貨 FB-AG-000.D 

(1)従業員及び(2)非従業員労働者の総数  数 FB-AG-000.E 

(1)従業員及び(2)非従業員労働者別に分解

した総労働時間 
 時間 FB-AG-000.F 

 

  

 
2 FB-AG-000.Aに関する注記 – 優先製品と主要作物は、企業の最大の収益源を構成する製品又は自身のビジネス・モ

デルに不可欠であると企業が識別した製品をいう。過去3会計年度のいずれかにおいて連結売上高の10％以上を占

めたものである。 
3 FB-AG-000.Bに関する注記 – 加工施設には、農産物の製造、加工、梱包、又は保管に関係する施設を含み、間接部

門のオフィスは除外する。 
4 FB-AG-000.Dに関する注記 – 農産物は、企業の事業で使用するために調達された食品、飼料及びバイオ燃料の原材

料と定義する。外部から調達した農産物の範囲からは、企業が所有又は運営する土地で栽培された農産物は除外す

る。 



    
サステナビリティ会計基準|農産物 33 

 
 

温室効果ガス排出 

トピックサマリー 

「農産物」産業に属する企業は、土壌管理の実務（例えば、肥料の施用）、土地利用の変化（森林破壊及

び土地の転換を含む。）、加工並びに商品の陸上及び海上貨物による輸送から直接温室効果ガス（GHG）

を排出する。排出規制は、資本コスト及び事業コストを増加させ、温室効果ガス GHG 排出を管理するた

めの戦略を策定していない企業の事業効率に影響を与える（affect）場合がある。これらのリスクを緩和

させるため、企業は、燃料効率を改善し、代替エネルギー源代替燃料及びエネルギー・インプット（内部

プロセスから発生するバイオマス廃棄物を含む。）を利用する使用する革新的な技術を採用（adopt 
employ）し、低炭素肥料、輪作、被覆作物などのその他の革新的な農業技術を適用することができる。

これらのアプローチは、燃料効率を向上させることは、企業が不安定な燃料価格、供給断絶、将来の規制

コスト、及び温室効果ガス GHG 排出のその他の潜在的な結果へのエクスポージャーを低減させるのに役

立つ可能性があるできる方法である。 

指標 

FB-FG-110a.1. (1)グローバルでの「スコープ1」の総排出及び(2)排出制限規制の対象となる

割合 
1 企業は、「京都議定書」において対象とされる 7 種類の(1)温室効果ガス（GHG）－二酸化炭素

（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、パ

ーフルオロカーボン類（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）及び三フッ化窒素（NF3）－のグローバル

での(1)自身の「スコープ 1」の温室効果ガス（GHG）の大気への総排出を、二酸化炭素相当（CO2

相当）メートル・トンで開示しなければならない。 

1.1 企業は、この開示を作成するにあたり、「スコープ 1」の温室効果ガス排出に適用される

IFRS S2 号第 29 項(a)の測定及び開示についての要求事項を適用しなければならない。 

すべての GHG 排出は、二酸化炭素相当（CO2 相当）メートル・トン単位で合算し、開示し

なければならず、公開されている 100年の時間軸に基づく地球温暖化係数（GWP）の数値に

従い計算しなければならない。現時点での GWP 数値の推奨される情報源は、「気候変動に

関する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書（2014 年）」である。 

1.2 総排出は、オフセット、クレジット又はその他の類似した排出削減若しくは排出相殺のメカ

ニズムを考慮する前の、大気中に排出された GHG である。 

2 「スコープ 1」の排出は、「世界資源研究所」（WRI）及び「持続可能な開発のための世界経済人

会議」（WBCSD）によって公表された「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準（GHG
プロトコル）（2004 年 3 月改訂版）」において定義されており、ここに記載されている方法に従っ

て計算しなければならない。 
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2.1 認められる計算方法には、基礎的な参考文献として「GHG プロトコル」に従いつつ、産業

固有又は地域固有のガイダンスなど追加的なガイダンスを提供するものを含める。例には次

のものを含める。 

2.1.1 「GHG Reporting Guidance for the Aerospace Industry」（「国際航空宇宙環境グ

ループ」（IAEG）発行） 

2.1.2 「Greenhouse Gas Inventory Guidance：定置式燃焼源からの直接排出」（「米国

環境保護庁」（EPA）発行） 

2.1.3 「India GHG Inventory Program」 

2.1.4 ISO 14064-1 

2.1.5 「Petroleum Industry Guidelines for reporting GHG emissions」（Ipieca発行 第

2 版（2011 年）） 

2.1.6 「 Protocol for the quantification of greenhouse gas emissions from waste 
management activities」（「Entreprises pour l’Environnement」（EpE）発行） 

2.2 GHG 排出データは、企業が財務報告データを連結する方法に従って合算しなければならな

い。その方法は、一般的に、「GHG プロトコル」で定義する「財務支配」アプローチ及び

「気候開示基準委員会」（CDSB）によって提供された「環境及び社会情報の報告のための

CDSB フレームワーク」の REQ-07「組織の境界」に記述されているアプローチと整合して

いる。 

2 企業は、キャップアンドトレード・スキーム、炭素税又はカーボン・フィー・システム並びにその

他の排出統制（例えば、コマンドアンドコントロール・アプローチ）及び許認可ベースのメカニズ

ムなど、(2) 温室効果ガス排出を直接制限又は削減することを目的とした、法域で適用される温室効

果ガスに関する法令又はプログラムの対象となる、自身の「スコープ 1」の温室効果ガス総排出の

割合を開示しなければならない。 

2.1 この割合は、温室効果ガス排出制限に関する法令又はプログラムの対象となる「スコープ 1」
の温室効果ガス総排出の総量を、「スコープ 1」の温室効果ガス排出の総量で除して計算し

なければならない。 

2.1.1 複数の排出制限の枠組みの対象となる排出について、企業は、これらの排出を一度

だけしか計算に含めてはならない。 

2.2 適用される法域における温室効果ガス排出制限に関する法令又はプログラムの範囲からは、

自主的な排出制限の枠組み（例えば、自主的な取引システム）及び報告ベースの規制のみの

対象となる排出は除外する。 

3 企業は、過去の報告期間からの排出の変化について説明する場合がある。これには、変化が排出削

減、ダイベストメント、買収、合併、アウトプットの変化又は計算方法の変更によるものかどうか

を含める。 
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4 現在の CDP 又は他の企業への GHG 排出の報告（例えば、国の規制上の開示プログラム）が、範囲

及び使用した合算アプローチの点で異なる場合、企業はそれらの排出を開示することがある。ただ

し、主要な開示は前述のガイドラインに従わなければならない。 

5 企業は、データが連続排出監視システム（CEMS）、エンジニアリング計算又は物質収支計算から

のものであるかどうかなど、排出開示の計算方法について説明する場合がある。 

FB-AG-110a.2. 「スコープ1」の温室効果ガス排出目標及び「スコープ1」の排出を管理する

ための長期的及び短期的な戦略又は計画、排出削減目標並びにそれらの目標に対するパフォー

マンスの分析についての記述説明 
1 企業は、次の事項「スコープ 1」の温室効果ガス（GHG）排出を管理するための長期的及び短期的

な戦略又は計画について開示説明しなければならない。 

1.1 企業自身が設定した定性的及び定量的な「スコープ 1」の温室効果ガス排出目標、並びに法

令により満たすことが要求される目標 

「スコープ 1」の排出は、「世界資源研究所」（WRI）及び「持続可能な開発のための世界

経済人会議」（WBCSD）によって公表された「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報

告基準（GHG プロトコル）（2004 年 3 月改訂版）」において定義されており、ここに記載

されている方法に従って計算しなければならない。 

1.2 各目標を設定しレビューするための自身のアプローチ、及び各目標に対する進捗をモニタリ

ングする方法に関する情報 

GHG 排出の範囲には、「京都議定書」において対象とされる 7 種類の温室効果ガス（GHG）

－二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボ

ン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類（PFCs）、六フッ化硫黄（SF6）及び三フッ化窒

素（NF3）－を含める。 

1.3 各目標に対する自身のパフォーマンス及び企業のパフォーマンスの傾向又は変化の分析に関

する情報 

2 企業は、この開示を作成するにあたり、「スコープ 1」の温室効果ガス排出に関連する IFRS S2 号

第 33 項から第 36 項の要求事項を適用しなければならない。 

企業は、排出削減目標について説明し、目標に対するパフォーマンスを分析しなければならない。

関連する場合は、次のものを含める。 

2.1 排出削減目標の範囲（例えば、目標が適用される総排出の割合） 

2.2 目標が絶対量ベース又は原単位ベースのいずれであるか、及び目標が原単位ベースの目標で

ある場合は指標の分母 

2.3 基準年に対する削減率。この基準年とは、目標の達成に向けて排出について評価する最初の

年を表す。 

2.4 削減活動の時間軸。これには開始年、目標年及び基準年を含める。 

2.5 目標を達成するためのメカニズム 
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2.6 目標年の排出若しくは基準年の排出が遡及的に再計算された（若しくは再計算される場合が

ある）、又は目標年若しくは基準年が再設定された、すべての状況 

3 企業は、企業の計画又は目標を達成するために必要な活動及び投資、並びにそれらの計画又は目標

の達成に影響を与える（affect）場合があるリスク又は制限要因について開示説明しなければならな

い。 

4 企業は、さまざまな事業単位、地域又は排出源に対して異なるように関係しているかどうかなど、

その戦略、計画又は削減目標の範囲について説明しなければならない。 

5 企業は、その戦略、計画又は削減目標が、地域、国、国際又はセクター別プログラムを含む、排出

制限又は排出報告ベースのプログラム又は規制（例えば、「EU 域内排出量取引制度」、「ケベッ

ク州キャップアンドトレード制度」、「カリフォルニア州キャップアンドトレード・プログラム」）

に関連している（related to）か又は関係している（associated with）かどうかについて説明しなけ

ればならない。 

6 戦略、計画又は削減目標の開示は、報告期間中に進行中（アクティブ）であったか又は完了した活

動に限定しなければならない。 

FB-AG-110a.3. (1)フリートの燃料総消費量及び(2)再生可能燃料の消費量割合 

1 企業は、(1) 自身のフリート車両によって消費された燃料の総量（quantity amount）をギガジュー

ル（GJ）単位で集計して開示しなければならない。 

1.1 消費された燃料の計算方法（method methodology）は、設計上のパラメータではなく、実

際に消費された燃料に基づくかなければならない。 

1.2 企業は、次のいずれかの方法により、消費された燃料を計算することができるの許容可能な

計算方法には、次に基づく方法を含める場合がある。 

1.2.1    報告期間中に購入した燃料を報告期間の期首の在庫に加算し、報告期間の末日の燃料

の在庫を差し引く。（deducting less）いたもの 

1.2.2    車両によって消費された燃料を追跡する。こと  

1.2.3    燃料費を追跡する。こと 

2 企業は、燃料総消費量として開示された量のうち、フリート車両によって消費された、(2)再生可能

燃料の消費量総量の割合をギガジュール（GJ）単位で開示しなければならない。 

2.1 再生可能燃料は、一般的に次の要件のすべてを満たすバイオマスに由来する燃料と定義され

る。 

2.1.1 再生可能なバイオマスから生産されたもの 

2.1.2 輸送用燃料、暖房用燃料油、又はジェット燃料に含まれる化石燃料の代替又は削減

のために使用されるもの 

2.1.3 ライフサイクル・ベースでの温室効果ガス（GHG）排出の純減を達成したもの 
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2.2 企業は、この開示の目的において、燃料が再生可能かどうかを判断するために使用した第三

者の基準又は法域の要求事項規制を開示しなければならない。 

3 企業は、開示の範囲には、企業が所有又は運用する車両が消費する燃料を含めなければならないる。 

4 企業は、開示の範囲からは、第三者が企業の製品を輸送する際に消費した燃料を除外しなければな

らないする。 
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エネルギー管理 

トピックサマリー 

農産物の加工及び製粉には、相当のエネルギー投入が必要である。一部の農産物企業は、化石燃料又はバ

イオマスの直接燃焼を通じてオンサイトでエネルギーを生成するが、ほとんどのエネルギーは電力系統か

ら調達される。エネルギー消費は、気候変動及び汚染を含む環境へのインパクトを与えている。エネルギ

ー管理は、現在及び将来の事業コストに影響を与える（affects）。気候規制及びその他のサステナビリ

ティ要因により、電気及び燃料の価格がより高くなり又はより変動しやすくなり、農産物企業の事業コス

トが増加する可能性がある。したがって、プロセスの改善を通じて達成されるエネルギー効率により、事

業コストを削減できる。オンサイトで生成する電気と電力系統からの電気の間のトレードオフは、代替エ

ネルギーの使用と同様に、企業のエネルギー供給の長期的なコスト及び信頼性（reliability）、並びに、

直接排出及び間接排出による規制へのインパクトの範囲の両方に影響を与える（influencing）重要な

（important）役割を果たす可能性がある。 

指標 

FB-AG-130a.1.  (1)事業によるエネルギー総消費量、(2)購入した電気の消費量並びに電力系

統からの電気の割合及び(3)(a)自己生成及び(b)直接契約からの再生可能電力の消費量エネルギ

ーの割合 

1 企業は、(1)消費したエネルギーの総量をギガジュール（GJ）単位で集計して開示しなければならな

い。 

1.1 エネルギー総消費量の範囲には、燃料、電気、温熱、冷熱及び蒸気外部の供給源から購入し

たエネルギー及び企業が自ら生産したエネルギー（自己生成）を含む、企業が使用したあら

ゆる形のすべての供給源からのエネルギーを含める。例えば、直接的な燃料の使用、購入し

た電気、並びに温熱、冷熱及び蒸気エネルギーはすべてエネルギー消費の範囲内に含まれる。 

1.2 エネルギー総消費量には、企業が使用した、購入又は取得したエネルギー及び自己生成のエ

ネルギーを含める。 

エネルギー消費の範囲には、報告期間中に企業が直接消費したエネルギーのみを含める。 

1.2.1 購入又は取得したエネルギーは、購入したか、又はその他の方法で企業の境界内に

持ち込まれたエネルギーである。 

1.2.2 購入したエネルギーには、証書などのエネルギー属性が売却又は移転された、所有

又は運営する発電施設からのエネルギーを含める。 

1.2.3 自己生成エネルギーは、エネルギーを消費する企業が所有又は運営する発電である。 

1.2.4 企業は、この開示を作成するにあたり、温室効果ガス排出を決定するために用いる

ものと同じ測定アプローチを用いて、所有又は支配を決定しなければならない。 
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1.2.5 エネルギー総消費量からは、企業が既に消費した燃料を用いて生成したエネルギー

を除外する。すなわち、燃料を消費して自己生成した電気は、燃料消費量として一

度だけカウントされる。例えば、企業が燃料を使用して発電するコージェネレーシ

ョン設備を有しており、発電した電気を企業が消費する場合、当該エネルギーは燃

料消費量として一度だけカウントされる。 

1.2.6 企業がエネルギーを貯蔵する場合、当該エネルギーは、企業がエネルギーを消費し

て、もはや貯蔵されなくなったときにのみ、一度だけカウントされる。 

1.3 燃料及びバイオ燃料からのエネルギー消費量を計算するにあたり、企業は、燃料及びバイオ

燃料からのエネルギー消費量を計算するために、正味直接測定したか、又は「気候変動に関

する政府間パネル」（IPCC）から取得した、総発熱量（GCV）とも呼ばれる低位高位発熱

量（LHV）（HHV）を使用しなければならない。企業は、これらの数値を直接測定するか、

又は 2006 年「IPCC 国家温室効果ガスインベントリに関するガイドライン」（「Table 1.2 
Default Net Calorific Values (NCVs) and Lower and Upper Limit of the 95% Confidence 
Intervals, Volume 2: Energy, Chapter 1」）におけるデフォルトの正味発熱量を使用しなけ

ればならない。 

1.3.1 当該発熱量を使用するという要求事項は、企業が、法域の当局又は企業が上場する

取引所により、燃料を GJ に変換するために異なる発熱量を使用することが全部又

は一部に対して要求されていない限り、適用される。例外に該当する場合、企業は、

そのような法域の当局又は取引所により企業の当該部分に対して適用することが要

求されている発熱量を、その要求事項が企業の当該部分に適用される限りにおいて、

代わりに使用することが認められる。 

1.3.2 企業が燃料を GJ に変換するにあたり LHV 以外の発熱量を使用する場合、企業は、

使用した発熱量に関する情報を開示しなければならない。 

2 企業は、(2)エネルギー総消費量として開示した量に含めた、自身が購入又は取得した電気の消費量

（GJ 単位）した、電力系統から供給されたエネルギーの割合を開示しなければならない。 

2.1 購入した電力には、電力、温熱、冷熱又は蒸気を含める。 

この割合は、購入した電力系統からの電気の消費量を、エネルギー総消費量で除して計算し

なければならない。 

3 企業は、(3) 自身が消費した再生可能エネルギー源からの電気の量（GJ 単位）を、(3a)自己生成及

び(3b)直接契約に分解して再生可能エネルギーの割合を開示しなければならない。 

3.1 再生可能エネルギー源は、地熱、風力、太陽光、水力及びバイオマスなど、生態系サイクル

又は農業プロセスを通じて短期的に補充可能なエネルギー源それらの枯渇率以上のペースで

補充されるエネルギー源からのエネルギーと定義される。 

3.2 再生可能電力には、電力、温熱、冷熱又は蒸気を含める。 
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この割合は、再生可能エネルギー消費量を、エネルギー総消費量で除して計算しなければな

らない。 

3.3 自己生成による再生可能電力は、同一の企業によって生産及び消費され、所有又は運営する

設備から消費される電力に限定される。 

再生可能エネルギーの範囲には、企業が消費した再生可能燃料、企業が直接生産した再生可

能エネルギー、及び企業が購入した再生可能エネルギー（再生可能エネルギー証書（REC）

若しくは「原産地保証」（GO）を明示的に含む再生可能電力購入契約（PPA）を通じて購

入した場合、「Green-e エナジー認証」済みの電気事業者若しくはサプライヤー・プログラ

ムを通じて購入した場合、又は、REC や GO を明示的に含むその他のグリーン電力製品、若

しくは「Green-e エナジー認証」REC が電力系統からの電気と組み合わせられた他のグリー

ン電力製品を通じて購入した場合）を含める。 

3.3.1 オンサイトで生成した再生可能な電気について、それが再生可能エネルギーである

と企業が主張するためには、当該企業の名において REC 及び GO を保持（retained）
し（売却せず）、取り消し（retired）又は無効化（cancelled）しなければならない。 

3.3.2 再生可能 PPA 及びグリーン電力製品について、それが再生可能エネルギーであると

企業が主張するためには、当該企業の名において REC 及び GO を保持（retained）
又は交換（replaced）し、取り消し（retired）又は無効化（cancelled）する旨を、

その契約に明示的に含めて伝えなければならない。 

3.3.3 企業の支配又は影響（influence）の範囲外にある系統電力ミックスの再生可能部分

は、再生可能エネルギーの範囲から除外する。 

3.4 この開示の目的において、契約証書が企業により売却済みである場合、企業が締結した契約

証書に関連する電気は、自己生成による再生可能電力から除外する。 

この開示の目的において、バイオマス源からの再生可能エネルギーの範囲は、第三者の基準

（例えば、「森林管理協議会」（Forest Stewardship Council）、「持続可能な森林イニシ

アティブ」（Sustainable Forest Initiative）、「森林認証プログラム」（Programme for 
the Endorsement of Forest Certification）、又は「American Tree Farm System」）で認

証された材料、「再生可能エネルギー認証のためのGreen-eフレームワークのバージョン1.0
（2017 年）」若しくは「Green-e」地域基準に従い対象となり得る（eligible）供給源とみな

される材料、又は適用される法域の再生可能エネルギー利用割合基準（renewable portfolio 
standard）において対象となり得る（eligible）材料に限定する。 

3.5 直接契約には、発電電力が単一の企業に直接かつ限定して供給される場合など、直接送電線

から供給される再生可能電力の消費を含める。また、直接契約には、企業が特定の発電事業

者と交渉した、系統からの送電なしに企業に再生可能電力を供給するための契約に関連して

消費される再生可能電力も含める。 

3.6 企業がその他の契約証書を通じて再生可能電力を購入又は取得する場合、企業は、「スコー

プ 2」の排出に関連するものを含め、エネルギー消費関連のリスク及び機会を管理するため

にさまざまなエネルギー源に関して企業が行った調達の意思決定について、一般目的財務諸
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表の利用者の理解に情報をもたらすために必要な、これらの契約証書に関する情報を提供し

なければならない。 

3.6.1 企業が契約証書を通じて再生可能電力を購入する場合、当該企業は、「温室効果ガ

スプロトコル」の「GHG Protocol Scope 2 Guidance: An amendment to the GHG 
Protocol Corporate Standard 」（2015 年）において定義される、「スコープ 2 品

質基準（Quality Criteria）」を適用しなければならない。 

3.7 企業がバイオマス源からの再生可能電力を消費する場合、その量（GJ単位）を別個に開示し

なければならない。 

3.7.1 バイオマス源からの再生可能電力には、第三者の基準で認証された材料のみを含め

る。 

3.7.2 企業は、当該材料が認証された第三者の基準を開示しなければならない。 

4 企業は、燃料使用量（バイオ燃料を含む。）についての HHV の使用及びキロワット時（kWh）の

GJ への変換（太陽光又は風力エネルギーからの電気を含むエネルギー・データの場合）など、この

開示で報告するすべてのデータに対して、変換係数を一貫して適用しなければならない。 
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水管理 

トピックサマリー 

「農産物」産業は、農業及び加工工程を水に依存している。おり、この産業の企業は通常、廃水又は排水

を発生させる。農場を営む又は加工施設を効率的に運営する産業の能力は水の入手可能性に依存しており、

物理的な入手可能性又は規制上のアクセスにより制限される可能性がある。による水の入手可能性は、処

理施設を効率的に運用する産業の能力に直接影響を与える（impacts）。この産業の企業は、これまで以

上に水関連の物理的リスク及び規制リスク及び規制にさらされており、資本支出コスト、事業コスト、修

復コスト又は潜在的な罰金が増える場合がある。企業は、水関連のリスク及び機会を管理し、設備投資及

び水不足リスクに関連する施設又は農場の場所の評価、業務効率の改善、並びに水へのアクセス及び排水

の排出に関連する問題についての規制当局及びコミュニティとの協力を通じて長期コストを軽減できる。

別の開示サプライ・チェーン由来のトピックである「環境サプライ・チェーン管理原材料調達」では、水

の利用可能性及びアクセスによってもたらされるサプライ・チェーンにおける作物生産に関連するリスク

について取り扱う。 

指標 

FB-AG-140a.1.  (1)水源別の総取水量、(2)総消費水量並びに(3)水ストレスのある場所からの

(a)取水量及び(b)消費水量の割合及びそれらの「ベースライン水ストレス」が「高い」又は

「極めて高い」地域の割合 

 企業は、(1)すべての水源から引き出された水の量を、メガリットル千立方メートル単位で、水源ご

とに分解して開示しなければならない。 

1.1 取水量は水資源には、報告期間中にあらゆる用途のために、地表水（湿地、河川、湖及び海

からの水を含む。）、地下水、海水、随伴水又は第三者から取水されたすべての水の合計と

定義される企業が直接収集し貯留した雨水、並びに地方自治体の水道供給者、水道事業者又

はその他の企業から取得した水及び廃水を含める。 

1.2 水源には次のものを含める。 

1.2.1 地表水。地球の表面に自然に生じる、氷床、氷帽、氷河、沼、池、湖、川及び小川

における水と定義される。 

1.2.2 地下水。地下構造に保持され、地下構造から回収可能な水と定義される。 

1.2.3 海水。海又は海洋における水と定義される。 

1.2.4 随伴水。採掘（例えば、原油）、処理（例えば、サトウキビの粉砕）又はあらゆる

原材料の使用によって企業の境界に流入し、企業によって管理されなければならな

い水と定義される。 



    
サステナビリティ会計基準|農産物 43 

 
 

1.2.5 第三者の水。供給、輸送、処理、廃棄又は水の使用及び排水に伴う、地方自治体の

水道供給者、地方自治体の排水処理工場、公的な又は民間の施設及びその他の組織

によって排出される水と定義される。 

2 企業は、例えば、取水量の大部分（significant portions）が非淡水源からのものである場合、その

供給を水源別に開示することがある。 

2.1 淡水は、企業が事業を営む地域の法令に従い定義する場合がある。法令による定義が存在し

ない場合、淡水は、1,000ppm 未満の溶解固形物を含む水とみなさなければならない。 

2.2 法域の飲料水規制に準拠して水道事業者から取得した水は、淡水の定義を満たすとみなすこ

とができる。 

2 企業は、(2) 自身の直接事業で消費した水の量を、メガリットル千立方メートル単位で開示しなけれ

ばならない。 

2.1 水消費は、引き出され製品に組み込まれた水、農産物の生産に使用された水又は廃棄物とし

て発生した水であり、蒸発、蒸散、人間若しくは家畜による消費、又は他の利用者が使用で

きないほど汚染され、地表水、地下水、海水若しくは第三者に排出されない、すべての水の

合計と次のように定義される。 

2.1.1   水消費には、その後の報告期間において使用又は排出するために報告期間中に貯水さ

れた水を含める。 

3.1.1 取水、使用及び排水中に蒸発する 

3.1.2 企業の製品又はサービスに、直接的又は間接的に組み込まれる水 

3.1.3 その他、取水源と同じ集水域に戻らない水（別の集水域又は海に戻る水など） 

4 企業は、すべての事業における水リスクを分析し、「世界資源研究所」（WRI）の「水リスク・ア

トラス」（Water Risk Atlas）ツールである「Aqueduct」によって、「ベースライン水ストレス」

が「高い（40〜80％）」又は「極めて高い（>80％）」と分類された場所で取水し水消費する活動

を識別しなければならない。 

3 企業は、(3a)自社の「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」水ストレスのある

場所から取水した水の量について、メガリットル単位で、総取水量に対する割合を開示しなければ

ならない。 

3.1 水ストレスは、人間又は生態系の水需要を満たす能力又はその欠如と定義され、水の入手可

能性、水質又はアクセス可能性を指すことがある。 

3.2 企業は、どのように水ストレスのある場所を識別しているかを開示しなければならない。例

えば、次のいずれかのとおりである。 

3.2.1 「世界資源研究所」の「Aqueduct Water Risk Atlas」を用いて、年間総取水量と年

間に利用可能な再生可能水供給量の比率（ベースライン水ストレス）が高い（40〜
80％）又は極めて高い（>80％）のいずれであるかを評価する。 

5 

3.1 

3 
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3.2.2 「世界自然保護基金」の「Water Risk Filter」を用いて、水の消費量と水の利用可

能量（水の枯渇）の比率が中程度（乾季枯渇、少なくとも 10％の期間、月間枯渇率

が 75％を超える。）、高い（季節枯渇、少なくとも年間平均 1か月、枯渇率が 75％
を超える。）、又は非常に高い（継続的な枯渇、平均枯渇率が 75％を超える。）の

いずれであるかを評価する。 

3.3 企業は、水ストレスのある場所を識別するために用いる内部評価についての情報を開示しな

ければならない。例えば、企業がより詳細な地域レベルのデータを考慮しているかどうかで

ある。 

4 企業は、(3b)水ストレスがある「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」場所で

消費した水の量について、総消費水量に対する割合を開示しなければならない。 

5 この開示のための情報が直接測定から入手されるのではなく、見積り又はモデル化されている場合、

企業は、自身の見積方法を説明しなければならない。 

FB-AG-140a.2. 水関連の管理リスク及び機会の記述並びにそれらを管理するため当該リスク

を緩和するための戦略及び実務の記述説明（進捗をモニタリングするために設定された目標を

含む。） 

 企業は、取水、水消費並びに水又は廃水の排出に関連する自身の水管理リスクを記述しなければな

らない。 

1.1 取水及び水消費に関連するリスクには、十分で清潔な水資源の入手可能性及び質に対するリ

スクを含める。これは次のものを含める。 

1.1.1 環境上の制約 ― 水ストレス地域での事業、干ばつ、洪水、水生生物の閉込み又は巻

込みの懸念、経年変動又は季節変動、インプットの時点で追加的な処理を必要とす

る水質、及び気候変動の影響（impact）によるリスクなど 

1.1.2 規制及び財務上の制約 ― 水価格コストの変動、取水に関連する利害関係者の認識及

び懸念（例えば、地域社会、非政府組織及び規制当局が関与するからのもの）、他

の水利用者との直接的な競合及びその行為からのインパクト（例えば、企業及び地

方自治体の水利用者）、規制による取水制限、並びに水の利権又は許認可を取得し

保持する企業の能力に対する制約など 

1.2 排出された水又は廃水の排出に関連するリスクには、排出に関連する権利又は許認可を取得

又は保持する能力、排出に関連する規制への準拠、排出に関する対する制約、排水の温度管

理を維持する能力、義務、レピュテーション・リスク、並びに地域の生態系及び地域社会に

対するインパクトから生じるリスクが含まれる、排水に関連する規制、利害関係者の認識及

び懸念（例えば、地域社会、非政府組織及び規制当局からのもの）による事業コストの増加

を含める。 

 企業は、次の事項によって、自身の水関連の管理リスクがどのように異なるかについてを記述しな

ければならないする場合がある。 

6 



    
サステナビリティ会計基準|農産物 45 

 
 

2.1 地表水（湿地、河川、湖及び海からの水を含む。）、地下水、企業が直接収集し貯留した雨

水、並びに地方自治体の水道供給者、水道事業者又はその他の企業から取得した水及び廃水

を含む取水源によって、リスクがどのように異なる場合があるか 

2.2 地表水、地下水、海水又は廃水処理施設を含む、排出先によって、リスクがどのように異な

る場合があるか 

2.3 新たな規制を含む、地域の規制 

2.4 事業施設の所在地 

 企業は、水関連のリスクが集中している事業施設の所在地を開示しなければならない。 

企業は、水管理リスクが自社の事業に対して有する場合がある潜在的な影響（effects）及びそのよ

うなリスクが顕在化すると見込まれる時間軸について説明する場合がある。 

3.1 影響（effects）には、コスト、売上、負債、事業の継続性及びレピュテーションに関連する

ものを含める。 

 企業は、水関連のリスク及び機会が、報告期間並びに短期、中期及び長期にわたり、企業の財政状

態、財務業績及びキャッシュ・フローにどのように影響を与えた（affected）か、及びどのように影

響を与える（affect）と予想される（anticipated）かについて、定量的及び定性的情報を開示しな

ければならない。 

企業は、水管理リスクを緩和するための短期的及び長期的な戦略又は計画について説明しなければ

ならない。これには次のものを含める。 

4.1 戦略、計画、ゴール又は目標の範囲（さまざまな事業単位、地域又は水を消費する事業プロ

セスとどのように関連しているかなど） 

4.2 優先する水管理のゴール又は目標、及び、それらのゴール又は目標に対するパフォーマンス

の分析 

ゴール及び目標には、取水量の削減、水消費量の削減、排水量の削減、水生生物の閉

込みの軽減、排水の質の改善及び規制遵守に関連するものを含める。 

4.3 計画、ゴール又は目標を達成するために必要な活動及び投資、並びに計画又は目標の達成に

影響を与える（affect）場合があるリスク又は制限要因 

4.4 戦略、計画、ゴール又は目標の開示は、報告期間中に進行中（アクティブ）であったか、又

は完了した活動に限定しなければならない。 

5 企業は、水関連の緩和若しくは適応又は水関連の機会の利用のために、企業が設定した目標及び法

令により満たすことが要求されている目標を開示しなければならない。 

5.1 この開示を作成するにあたり、企業は、企業の水関連の目標に適用される IFRS S1 号第 51
項から第 53 項の要求事項を適用しなければならない。 

4.2.1 
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6 企業は、次の事項を含め、水関連のリスク及び機会を管理するための自身の戦略、及び水関連の目

標を達成するための自身の戦略を開示しなければならない。 

5 水管理の目標について、企業は追加で次のものを開示しなければならない。 

5.1 目標が絶対量ベース又は原単位ベースのいずれであるか、及び目標が原単位ベースである場

合は指標の分母 

5.2 水管理活動の時間軸（開始年、目標年及び基準年を含める。） 

5.3 次のものを含む、目標を達成するためのメカニズム 

6.1 水のリサイクル又は循環システムの使用などの、効率化に関する取組み（efforts）（例えば、

水のリサイクル又は循環システムの使用） 

6.2 必要な水の量を減らすための製品又はサービスの再設計などの、製品のイノベーション（例

えば、必要な水の量を減らすための製品又はサービスの再設計） 

6.3 水生生物の閉込み又は巻込みの軽減を可能にするような、プロセス及び機器のイノベーショ

ン（例えば、水生生物への閉込み又は巻込みの軽減） 

6.4 水の使用、リスク及び機会を分析するためのツール及び技術の使用（例えば、「世界自然保

護基金」の「Water Risk Filter」、「Global Water Tool」及び「Water Footprint Network 
Footprint Assessment Tool」） 

6.5 地域又は他の組織との実施されているコラボレーション又はプログラム 

5.4 基準年からの削減率又は改善率。基準年は、目標の達成に向けて、水管理の目標が評価され

る最初の年である。 

7 企業は、自身の水管理の実務が、自身の組織内で追加的なライフ・サイクルへのインパクト影響

（effects）又はトレードオフをもたらすかどうかについて開示説明しなければならない。これは、

土地利用、エネルギー生産及び温室効果ガス（GHG）排出のトレードオフを含む。また、そのよう

なライフ・サイクルのトレードオフにもかかわらず、企業がこれらの実務を選択した理由について

も開示説明しなければならない。 

FB-AG-140a.3. 水質の許認可、基準及び規制に関連する違反事案（incidents of non-
compliance）の件数 

 企業は、技術ベースの基準への違反（violations）並びに水量ベース又は水質ベースの基準の超過を

含め、違反事案（incidents of non-compliance）の総数を開示しなければならない。 

 開示の範囲には、適用される法域の法的許認可及び規制が適用される事案（incidents）を含める。

これには、危険物質の排出（discharge）、前処理要件への違反（violation）又は 1 日当たりの総最

大負荷量（TMDL）の超過を含める。 

 開示の範囲には、正式な執行措置をもたらした違反事案（incidents of non-compliance）のみを含

めなければならない。 

5.3.1 

5.3.2 

5.3.3 

5.3.4 

5.3.5 

6 
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3.1 正式な執行措置は、水量又は水質に関する法令、政策又は命令への違反（violation）又は違

反のおそれ（threatened violation）に対処する政府の措置と定義し、とりわけ、行政罰命令、

行政命令及び司法措置をもたらす可能性がある。 

 違反（violations）は、測定方法又は頻度にかかわらず、開示しなければならない。これには、次の

違反（violations）を含める。 

4.1 継続的な排出（discharges）、制限、基準及び禁止事項で、一般的に 1 日平均、週平均及び

月平均の最大値で表されるもの 

4.2 非継続的な排出（discharges）又は制限で、一般的に頻度、総質量、最大排出率及び特定の

汚染物質の質量又は濃度の観点で表されるもの 

FB-AG-140a.4. (1)排出先及び(2)処理レベルごとの排出された水の総量 

1 企業は、(1)排出された水の総量をメガリットル単位で、排出先ごとに分解して開示しなければなら

ない。 

1.1 水の排出は、排水、使用された水、及び組織においてそれ以上の用途が存在せずに地表水、

地下水、海水又は第三者に放出される未使用の水の合計と定義される。 

1.1.1 地表水は、地球の表面に自然に生じる、氷床、氷帽、氷河、沼、池、湖、川及び小

川における水と定義される。 

1.1.2 地下水は、地下構造に保持され、地下構造から回収可能な水と定義される。 

1.1.3 海水は、海又は海洋における水と定義される。 

1.1.4 第三者の水は、供給、輸送、処理、廃棄又は水の使用及び排水に伴う、地方自治体

の水道供給者、地方自治体の排水処理工場、公的な又は民間の施設及びその他の組

織によって排出される水と定義される。 

1.2 開示の範囲には、定義された排出地点において（点源排出）又は定義されていない方法で陸

地に拡散し（非点源排出）、受水域に放出された水を含める。 

2 企業は、(2)排出された水の総量を、メガリットル単位で処理レベルごとに分解して開示しなければ

ならない。 

2.1 水処理は、水及び排水から固形物、汚染物質及び有機物を除去することによって、水質を改

善する、物理的、化学的又は生物学的プロセスと定義される。 

2.2 処理レベルには、次の事項を含める。 

2.2.1 沈殿する又は水面に浮遊する固形物質を除去することを目的とする第一処理 

2.2.2 水中に残留している又は溶解若しくは懸濁している物質及び材料を除去することを

目的とする第二処理 

2.2.3 排出前に水をより高いレベル又は質に向上させる（upgrade）ことを目的とする第

三処理（例えば、重金属、窒素及びリンの除去） 
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2.3 企業は、処理の必要はないと決定する水を排出する場合、関連する量をメガリットル単位で

開示しなければならない。 

2.4 排出地点における水又は排水の処理レベルは、企業によってオンサイトで処理されるか、処

理のために第三者に送られるかにかかわらず、報告しなければならない。 

2.5 企業は、排水の処理の適切なレベルをどのように決定するかを開示しなければならない。 
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食品ロス及び食品廃棄物 

トピックサマリー 

食品ロス及び食品廃棄物は、「農産物」産業に属する企業のグローバルな食糧安全保障及び事業の効率性、

並びに気候関連のリスク及び機会に直接影響を与える（affect）。食品は、収穫、貯蔵、輸送又は加工の

間に喪失する可能性がある。食品廃棄物は、通常、小売又は消費者レベルでの、腐敗、美観又は表示の誤

りにより発生する可能性がある。食品ロス及び食品廃棄物に対処する企業は、事業効率を改善し、コスト

を削減し、ブランド価値を向上させ、革新する機会にアクセスし、競争上の優位性を獲得することができ

る。企業は、アップサイクル、材料の家畜飼料若しくは肥料生産への再利用（repurposing）、又は製品

のバリュー・チェーンへの再流通を行うことにより、食品ロスを管理している。食品ロス及び食品廃棄物

を測定し管理し削減するための明確な戦略を開発することは、企業が、規制当局、投資者、バリュー・チ

ェーンにおける下流の顧客及び最終消費者からの期待に照準を合わせることに役立つ。食品ロス及び  

食品廃棄物の積極的な管理は、バリュー・チェーンにわたるレジリエンスを支援し、温室効果ガス排出及

び関連するリスクの低減を含む、企業のより広範な戦略上の目的に寄与する場合がある。 

指標 

FB-AG-150a.1 (1)発生した食品ロスの総量及び(2)転用した量 

 企業は、(1)報告期間中に発生した食品ロスの総質量を、メートル・トン単位で開示しなければなら

ない。 

1.1 食品ロスは、国際連合食糧農業機関（FAO）の「Food Waste Index Report 2024」よると、

人間が食用可能な農産物のうち、「廃棄、焼却又は他の方法で処分されることにより、小売

レベルに至るまで（ただし、小売レベルを除く。）、収穫後又はサプライ・チェーンから直

接的又は間接的に完全に除外されるもの。したがって、貯蔵、輸送及び加工の間に発生する

ロスは、輸入された量も含め、すべて対象に含まれる。ロスは、自身の非食用部分を含む当

該コモディティ全体を含む。」と定義される。 

1.2 開示は、企業が所有又は支配する活動に限定される。例えば、企業が所有又は支配しない農

場での収穫中に発生したロスは食品ロスから除外する。 

 企業は、(2)報告期間中に埋立地から転用した食品ロスの総質量を、メートル・トン単位で開示しな

ければならない。 

2.1 転用は、再利用、リサイクル、他の再生事業などの取組み（efforts）を通じて、廃棄される、

収穫されない、又は埋立地又は下水道に送られることになる食品ロスを削減するプロセスで

ある。 

FB-AG-150a.2 バリュー・チェーンを通じた、食品ロス及び食品廃棄物に関連する機会に対

処するための戦略の記述 

1 企業は、バリュー・チェーンを通じた、食品ロス及び食品廃棄物の削減に関連する機会に対応する

ための自身の戦略に関する情報を開示しなければならない。 
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1.1 企業は、アップサイクル、材料の家畜飼料又は肥料生産への再利用（repurposing）、製品

のバリュー・チェーンへの再流通など、自身の戦略に伴う主要な活動及び投資について記述

しなければならない。 

2 企業は、バリュー・チェーンを通じた食品ロス及び食品廃棄物をモニタリングし管理し監督するた

めに用いるガバナンス・プロセス、統制及び手続に関する情報を開示しなければならない。 

3 企業は、食品ロス及び食品廃棄物の削減に関連する自身の戦略的目標（goals）の達成に向けた進捗

をモニタリングするために設定した目標（target）、並びに企業が法令により満たすことが要求さ

れている目標（targets）に関する情報を開示しなければならない。 

3.1 この開示を作成するにあたり、企業は、IFRS S1 号第 51 から第 53 項の要求事項を適用しな

ければならない。 
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土地利用及び生態系へのインパクト 

トピックサマリー 

農場を所有し運営する「農産物」産業に属する企業は、自身のビジネスのために土地及び生態系に依存し

ている。企業は、増加する需要に対応するため、土地の生産性を向上させるという課題に直面している。

このため、直接農場事業を営む企業は、増加する需要に対応するため、土地の生産性を管理し、高い収穫

高を維持する必要がある。同時に、生態系への圧力や気候変動は、短期、中期及び長期にわたり、土壌の

健全性、土地の生産性及び作物の収穫高に影響を与える（affect）可能性がある物理的リスクを生み出し

ている。農業活動（例えば、肥料及び殺虫剤の広範な使用、単一栽培（monoculture cultivation）、森林

の分断並びに土地の造成）による環境へのインパクトは、インパクトを悪化させ、農産物企業が依存する

土地、自然資源及び生態系サービスの劣化につながる可能性がある。これらのインパクトは、作物の収穫

高の減少、土地の評価減及び事業コストの増加を招くとともに、直接的な規制リスク及びレピュテーショ

ン・リスクをもたらす可能性がある。持続可能な農業の実務並びに革新的なアプローチ及び技術は、企業

はこれらのリスクを管理するのに役立つ可能性がある。企業は、消費者の期待に応えることで、効率的に

事業を営み、収穫高を維持又は改善し、収益を生む機会を実現することができる。 

注記：本トピックに関連する指標は、直接農場事業に関する情報を捉えることを意図している。「環境サ

プライ・チェーン管理」及び「社会サプライ・チェーン管理」の開示トピックに関連する指標は、この産

業の企業が、サプライ・チェーンにおける同様のリスク及び機会にどのように対処しているかについての

情報を捉えることを意図している。 

指標 

FB-AG-160a.1. (1)事業の空間フットプリント合計、(2)撹乱された地域及び(3)復元された地

域 

1 企業は、(1)報告日における自身の事業の空間フットプリント（面積）合計を、平方キロメートル単

位（km2）で開示しなければならない。 

1.1 企業の事業の空間フットプリント合計には、現在及び過去の期間に自身の事業によって撹乱

され、復元されていない累積面積を含める。 

1.2 撹乱された地域は、当初の参照状態と比較して、地域の状態を変化させた人間活動の対象と

なった陸域の面積の集計と定義される。 

1.2.1 人間活動とは、そのような活動以前からの陸上の生態系、淡水水生生物の生態系又

は海洋の生態系の特性を物理的に分断させ、改変させ、変換させ、圧縮させ、移動

させ、又はその他の方法で変化させてきた企業の活動及び事業と定義される。 

1.2.2 企業の事業の空間フットプリント合計には、当期中に撹乱された面積が含まれ、撹

乱された面積が復元されない限り、その後のすべての報告期間においても撹乱され

た面積として継続する。 

1.2.3 水域について、撹乱された面積には、水面下の底又は海底を含める。 
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1.3 開示には、企業がリース、管理又は所有するあらゆる賃借権、コンセッション又は不動産、

及びそれらに関連するライト・オブ・ウェイ（rights of way）又は地役権における、陸上の

生態系、淡水水生生物の生態系又は海洋の生態系（陸地、湿地、河川、航行可能な水路、沿

岸域又は海洋）における企業の空間フットプリントの測定面積の集計についての情報を含め

る。 

1.4 この開示には、すべての稼働中のサイト、最近廃止され復元を待っているサイト、及び復元

中のサイトを含める。 

1.5 復元された地域は、適用される法域の法令に従って復元された、過去に撹乱された面積と定

義される。 

1.6 企業が事業を営む法域に、過去に撹乱されたが復元された地域を定義する適用される法令が

ない場合、復元された地域は、劣化、損傷若しくは破壊された面積、又は生態系を当初の参

照状態に近い状態に戻すために人為的介入の対象となった累積的な地理的な面積と定義され

る。 

1.6.1 生態学的復元は、生態系の構成、構造及び機能を再構築することと定義され、通常

はその当初（撹乱前）の状態又は当初に近い健全な状態に戻すことを指す。生態学

的復元は、生物多様性の保全及び生態学的完全性（integrity）に焦点を当てる。 

1.6.2 生態系の復元は、通常の範囲の環境ストレス及び撹乱に対するレジリエンスを示し、

生物的及び非生物的フロー並びに文化的相互作用の観点から隣接する生態系と相互

作用する、復元された面積と定義される。生態系は、それ自身を構造的及び機能的

に維持するのに十分な生物的及び非生物的資源を含み、さらなる支援又は補助金な

しにその開発を継続できる場合に復元している。 

2 企業は、(2)当報告期間中に企業の事業により撹乱された面積を、km2 単位で開示しなければならな

い。 

3 企業は、 (3)事業により過去に撹乱されたが報告期間中に復元された面積を km2単位で開示しなけれ

ばならない。 

3.1   適用される法域の法令で定義された、閉鎖後の復元及び修復の取組み（efforts）が完了した

時点で（事後のモニタリングが必要な場合でも）、その面積はもはや企業の事業の空間フッ

トプリントの一部ではない。 

4 開示には、報告期間中に完了した買収、合併、ダイベストメント又は処分によりもたらされた、企

業の事業の空間フットプリント、撹乱された面積又は復元された面積に対する調整についての情報

を含める。 

FB-AG-160a.2. 環境に敏感な場所又はその周辺の事業の空間フットプリント合計の割合 

1 企業は、報告日における、環境に敏感な場所又はその周辺に所在する自身の事業施設の空間フット

プリント（面積）合計の割合を開示しなければならない。 

1.1 この割合は、環境に敏感な場所又はその周辺に所在する企業の事業の空間フットプリントの

面積を、企業の事業の空間フットプリントの合計で除して、計算する。 
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1.1.1 企業の事業の空間フットプリントは、陸上、淡水及び海洋生態系における自身の事

業上の物理的フットプリントの測定された面積と定義される。 

1.2 開示には、企業がリース、管理又は所有するあらゆる賃借権、コンセッション又は不動産、

及びそれらに関連するライト・オブ・ウェイ（rights of way）又は地役権における、湿地、

小川、河川、湖、航行可能な水路及び沿岸又は海洋の環境などの土地及び水域を含める。 

2 環境に敏感な場所は、企業の資産又は活動が生態学的に敏感とみなされる地域において自然と接す

る地域と定義される。このような場所は、次のいずれかと定義される。 

2.1 生物多様性にとって重要である（important）。 

2.2 高い生態系の完全性（integrity）を有する。 

2.3 生態系の完全性（integrity）の急速な減少を示している。 

2.4 生態系サービスの提供にとって重要である（important）。 

3 環境に敏感な場所には、次を含める。 

3.1 「自然の保全に関する国際同盟」（IUCN）の保護地域（カテゴリーI から VI） 

3.2 「国際的に重要なラムサール湿地」 

3.3 「国際連合教育科学文化機関」（UNESCO）の「世界遺産」 

3.4 UNESCO の「人間と生物圏プログラム」の生物圏保存「コア・エリア」 

3.5 「Natura 2000」のサイト 

3.6 「Ocean+ Habitats」の「保護区」（海洋及び海岸） 

3.7 自然及び関連する生態系サービス、文化的価値の長期的な保護を成し遂げるために、適用さ

れる法域の当局によって法令又はその他有効な方法により認められ、特定の目的のために用

いられ、管理される、明確に境界が定められた地理的な地域（「世界保護地域データベース」

においてリスト化され、「Protected Planet」ウェブサイトにマッピングされている保護地

域など） 

3.8 「絶滅危惧 IA 類（Critically Endangered）」又は「絶滅危惧 I 類（Endangered）」に分類

されている「IUCN 絶滅危惧種レッド・リスト」上の種（species）が住んでいることが知ら

れている絶滅危惧種の生息地 

3.8.1 種（species）が住んでいる場合、繁殖期若しくは非繁殖期中に存在する場合、又は

通り道のためにその地域を利用する場合、その種（species）はその地域に住んでい

る。 

3.8.2 開示の目的において、「通り道」は、通常の移動ルートにおけるいずれかの時に、

移動種が生息する、一時的に滞在する、行き交う、又は上空飛行する、すべての陸

地又は水域の地域と定義される。 
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4 企業の事業の空間フットプリントの一部が環境に敏感な場所の境界内又は境界から 5 キロメートル

以内にある場合、企業の事業は、環境に敏感な「場所又はその周辺」にあると定義される。 

4.1 開示には、将来の事業が公式に発表され、施設の境界の計画変更が承認された拡張計画に含

まれている事業施設についての情報を含める。 

FB-AG-160a.3 持続可能な方法で管理されている土地の製品別の総面積 

1 企業は、企業が直接的に所有又は支配しており、持続可能な方法で管理されている土地の総面積を、

平方キロメートル(km²) 単位で開示しなければならない。 

1.1 「持続可能な方法で管理されている」とは、植物の生産性を維持し、植物及び動物の健康を

促進し、並びに水質及び大気質を維持又は向上させる地域をいう。このような実務には、次

のものを含める。 

1.1.1 農業実務管理システム、土壌管理計画及び統合型病害虫管理システムといった管理の

枠組み 

1.1.2 精密農業、並びに資源管理を改善させるイノベーション及び技術の採用 

1.1.3 再生農業及び農業生態学といった包括的アプローチ 

1.1.4 温室効果ガス排出、土壌の健全性、肥料、殺虫剤及び他の化学物質の使用の管理、地

表水及び地下水の水質の維持、水の保全、土地利用の効率化、並びに生物多様性、生

態系及び生態系サービスの保全などの領域に焦点を当てたその他の取組み（efforts） 

2 企業は、持続可能な管理の実務を含む、当該指標の自身の計算方法に関する情報を開示しなければ

ならない。 

3 企業は、農産物ごとに情報を分解しなければならない。 

FB-AG-160a.4. 森林破壊又は転換がないと決定された直接農場事業から生産された農産物の

割合（進捗をモニタリングするために設定された目標を含む。） 

1 企業は、森林破壊又は転換がないと決定された自身の直接農場事業から生産された自身の農産物の

重量の割合を開示しなければならない。 

1.1 森林破壊は、一時的又は永続的な森林地帯の非森林地帯への人為的な転換と定義される。 

1.2 転換は、自然の生態系を別の用途に変更すること、又は自然の生態系の種組成、構造若しく

は機能の深刻な（profound）変化と定義される。 

1.3 企業は、当該情報を製品ごとに分解しなければならない。 

1.4 開示は、森林破壊又は転換の一因となることが分かっており、企業のビジネスにとって重要

な（important）製品に限定される。 
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2 企業は、自身の生産が森林破壊又は転換がないと決定するために用いた評価方法を記述しなければ

ならない。評価方法には、モニタリング、認証、近年において転換がないかごくわずかである低リ

スク法域からの調達、及び検証済みのサプライヤーからの調達を含める。 

2.1 企業は、当該評価方法を選択した理由を開示し、自身の方法論における限界を識別しなけれ

ばならない。 

3 企業は、森林破壊又は転換に関連する自身の戦略的目標（goals）の達成に向けた進捗をモニタリン

グするために設定した目標、及び法令により達成することが要求されている目標に関する情報を開

示しなければならない。 

3.1 この開示を作成するにあたり、企業は、企業の森林破壊又は転換の目標に適用される IFRS 
S1 号第 51 項から第 53 項の要求事項を適用しなければならない。 

3.2 企業は、自身の目標を達成するために必要な自身の実務の変更に関する情報を開示しなけれ

ばならない。 

FB-AG-160a.5. 自然及び気候に関連する物理的リスクに敏感な直接農場事業からの優先製品 

1 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクに対して敏感な直接農場事業からの自身の優先製品

を開示し、これらの製品の自身の生産がそのようなリスクによって、どのように影響を受ける

（affected）と合理的に見込み得るかについて記述しなければならない。 

1.1 優先製品は、企業の最大の収益源を構成する製品又は自身のビジネス・モデルに不可欠であ

ると企業が識別した製品と定義される。 

1.2 自然及び気候に関連する物理的リスクが、企業が短期、中期又は長期にわたり望ましい価格

で又は希望数量で製品を生産し販売する能力に影響を与える（effect）と合理的に見込み得

る場合、製品は当該リスクに対して敏感である。 

1.3 関連性がある自然及び気候に関する物理的リスクには、気候変動、異常気象、干ばつ、洪水、

水ストレス、暴風雨、土壌の健全性の劣化、生態系の変化又は生物多様性の喪失を含める場

合がある。 

2 企業は、それぞれの自然及び気候に関連する物理的リスクについて、自然及び気候に関連する物理

的リスクの影響（effects）が生じると合理的に見込み得る時間軸（短期、中期又は長期）を特定し

なければならない。 

2.1 企業は、「短期」、「中期」及び「長期」をどのように定義し、これらの定義が戦略的意思

決定に用いる計画期間とどのようにつながるかについて説明しなければならない。 

3 企業は、識別した自然及び気候に関連する物理的リスクを考慮して、環境関連の変化、進展及び不

確実性に対する自身の戦略、ビジネス・モデル及びサプライ・チェーンのレジリエンスについて記

述しなければならない。 
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4 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクを緩和するために用いる戦略について記述しなけれ

ばならない。これは、自身のサプライヤーの多様化、代替作物及び代用作物のための研究開発への

投資、並びに代替製品又は製品配合の開発を含む場合がある。 

FB-AG-160a.6. 直接農場事業において環境資源を管理し持続可能な農業の実務を導入するた

めの戦略の記述 

1 企業は、自身の直接農場事業において環境資源を管理し、持続可能な農業の実務を導入するための

自身の戦略に関する情報を開示しなければならない。  

1.1 環境資源には、土地、土壌、水、生物多様性、生態系及び生態系サービスを含める。  

1.2 持続可能な農業の実務は、植物の生産性を維持し、植物及び動物の健康を促進し、水質及び

大気質を維持又は向上させる実務である。このような実務には、次のものを含める。 

1.2.1 農業実務管理システム、土壌管理計画及び統合型病害虫管理システムといった管理

の枠組み 

1.2.2 精密農業、並びに資源管理を改善させるイノベーション及び技術の採用 

1.2.3 再生農業及び農業生態学といった包括的アプローチ 

1.2.4 温室効果ガス排出、土壌の健全性、肥料、殺虫剤及びその他の化学物質の使用管理、

地表水及び地下水の水質維持、水の保全、土地利用の効率化、並びに生物多様性、

生態系及び生態系サービスの保全などの領域に焦点を当てたその他の取組み

（efforts） 

2 企業は、持続可能な農業の実務に関連する自身の活動及び投資に関する情報を開示しなければなら

ない。  

2.1 企業は、持続可能な農業の実務に関連する自身の重要な（important）行動及び取組みに投

資した金額を開示しなければならない。  

2.2 企業は、持続可能な農業の実務の導入に関連するプログラム又はパートナーシップについて

記述しなければならない。 

3 企業は、自身の持続可能な農業の実務の促進を通じて、企業が管理することを目的とするリスクに

対して敏感な資産又は事業活動の数値（amount）及び割合を開示しなければならない。 

4 企業は、自身の持続可能な農業の実務の促進に関連する機会と整合する資産又は事業活動の数値

（amount）及び割合を開示しなければならない。  

5 企業は、企業が考慮した環境資源の管理及び持続可能な農業の実務の導入に関連するリスク及び機

会のトレードオフに関する情報を開示しなければならない。  

6 関連性があるリスク及び機会は、価格変動、消費者需要、獲得市場、法的リスク及びレピュテーシ

ョン・リスクの管理、事業を営むための企業の社会的ライセンスにとっての脅威、並びに地域社会

の善意（goodwill）が関連する場合がある。  
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食品の安全性 

トピックサマリー 

農産物は生の形で消費者に直接販売されるか、又は事前に加工される。病原体、化学物質、又は腐敗又は

アレルゲン表示の誤りによる汚染は人間及び動物にもたらす深刻な（serious）健康リスクを通じて、当

該産業の企業の見通しに重大な（significantly）影響を与える（affect）可能性がある人間及び動物に深

刻な（serious）健康リスクをもたらすため、製品の品質及び安全性を維持することは不可欠である。汚

染は、不適切な農業、輸送、保管又は取扱いの実務から生じる場合がある。食品の品質及び安全性の問題

は、需要の変化及び規制上の措置をもたらす可能性がある。食品安全上のリコールは、包装の欠陥、食品

の汚染、腐敗及び表示の誤りを含む、さまざまな理由によって起こる可能性がある。製品リコールはブラ

ンドのレピュテーションを落とし、売上高を減少させ、高額な罰金を伴う可能性がある。食品安全認証を

取得し、サプライヤー及び流通業者が食品安全ガイドラインを満たしているに従うことを確保することは、

企業を製品安全リスクから守り、製品の品質に対する消費者の認識を高めるのに役立つ可能性がある場合

がある。 

指標 

FB-AG-250a.1. 「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）による監査(1)不適合率並びに(2)(a)
主要な不適合及び(b)軽微な不適合の関連する是正措置率 

1 企業は、(1)自社施設の「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）認定の食品安全認証プログラムの

不適合率を、(a)主要な不適合、及び別個に(b)軽微な不適合について、開示しなければならない。 

1.1 主要な不適合は、関連する GFSI 認定の認証プログラムによって定義され、監査人によるエ

スカレーションが要求される最も深刻さ（severity）が高い不適合を含む。主要な不適合は、

食品の安全性に対する重大な（significant）リスク、関連する規制上の要求事項の不遵守又

は軽微な不適合を是正しないことから生じる場合がある。主要な不適合は、監査を受けてい

る関連する GFSI 認定の認証プログラムに従い是正しなければならない。 

1.2 軽微な不適合は、関連する GFSI 認定の認証プログラムによって定義され、それ自体では全

体的な問題を示すものではない。 

1.3 企業は、自社の施設において識別された不適合の数（それぞれのカテゴリーについて）を、

監査を受けた施設の数で除して、不適合率を計算しなければならない。 

1.4 開示の範囲には、企業が所有又は運営する施設からの監査結果を含める。 

2 企業は、(2)自社施設の(a)主要な不適合、及び別個に(b)軽微な不適合に関連する是正措置率を開示

しなければならない。 

2.1 是正措置は、GFSI 認定の認証プログラムによって定義された期限内に、検出された不適合

の原因を除去するように設計されている措置（通常、「是正措置計画」で特定される。）を

完了することと定義する。これには、あらゆる不適合を排除し、不適合の再発防止を確実に

するための実務又はシステムの導入及びその措置が行われたことの検証を含める。 



    
サステナビリティ会計基準|農産物 58 

 
 

2.2 企業は、（それぞれのカテゴリーについて）不適合に対処する是正措置の数を、識別された

（それぞれのカテゴリーについて）不適合の総数で除して、是正措置率を計算しなければな

らない。 

3 企業は、自社の施設を監査するために用いられる GFSI 認定の認証プログラムを開示する場合があ

る。 

FB-AG-250a.2. 「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）認定の食品安全認証プログラムに認

証されたサプライヤーから調達した農産物の割合 

 企業は、「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）認定の認証プログラムに認証された Tier 1 サプラ

イヤー農場又は施設から調達した農産物の割合を開示しなければならない。 

1.1 Tier 1 サプライヤーは、企業と直接取引するサプライヤーと定義する。 

1.2 この割合は、適用される GFSI 認定の認証プログラムに認証された Tier 1 サプライヤーから

調達した農産物のコストを、すべての Tier 1 サプライヤーから調達した農産物の総コストで

除して計算しなければならない。 

 開示の範囲から、包装資材又は食品若しくは原材料ではないその他の財及びインプットを除外する。 

 企業は、サプライヤーを監査するために使用する、関連する GFSI 認定の認証プログラムを開示す

る場合がある。 

FB-AG-250a.3. (1)公表された食品安全上の理由によるリコールの記述数及び(2)リコールさ

れた製品食品製品の総重量 

 企業は、(1)報告期間中に公表した食品安全関連のリコールのそれぞれについて記述総数を開示しな

ければならない。これは、自主的及び自主的ではない（involuntary）リコールを含む。 

1.1 食品安全関連のリコールは、食品が消費者に害を及ぼす消費者の疾病の原因となることが合

理的に信じられる場合、発生する市場販売製品の撤去と定義される。 

1.2 それぞれのリコールの記述には、リコール問題の原因及びリコールが自主的なものであった

か又は強制的なものであったかを含めなければならない。 

1.2.1    強制的な自主的ではない（involuntary）リコールは、適用される法域の法令上の当

局によって要請又は強制されるものであり、製品が規制上の食品安全基準に準拠し

ていない場合、製品の食品安全関連の欠陥が識別された場合又は輸入拒否の事案に

おいて公表される。 

1.2.2     自主的なリコールは、食品安全関連の懸念により、製品を市場から撤去するために企

業によって開始されるものである。 

1.3 企業は、それぞれのリコールの結果として開始された是正措置に関する情報を開示しなけれ

ばならない。 

1.4 企業は、リコールからのその他の重大な（significant）結果（例えば、法的手続や死亡）に

関する情報を開示しなければならない。 

1.3 

1.2 
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1.5 企業は、リコール通知へのデジタル・リンクを提供しなければならない。 

 企業は、(2)リコールされたの対象である食品製品の総重量を、メートル・トン単位で開示しなけれ

ばならない。 

3 開示の範囲には、企業が開始した自主的なリコール、及び適用される法域の法令上の当局により要

請又は強制される自主的ではない（involuntary）リコール並びに輸入拒否の事案を含める。 

4 開示の範囲からは、市場からの撤退を除外する。これは、適用される法域の法令上の当局による法

的措置の対象ではない軽微な違反を伴う流通製品の企業による撤去若しくは是正、又は違反を伴わ

ない実務（例えば、正常な在庫循環の実務）と定義する。 

5 企業は、(a)自主的な及び(b)自主的ではない（involuntary）リコールの割合を別個に開示する場合が

ある。 

FB-AG-250a.3 に関する注記 

 企業は、相当数（a significant number）の製品に影響を与えた（affected）もの、又は潜在的な若

しくは実際の深刻な（serious）疾病若しくは死亡に関連したものなど、重大な（notable）リコー

ルについての説明を提供しなければならない。 

1.1 リコールは、定期的な法域のリコール報告書において言及されている場合、重大である

（notable）とみなされる場合がある。 

 そのようなリコールについて、企業は次のことを提供する場合がある。 

2.1 リコール問題の記述及び原因 

2.2 リコールされた食品製品の総重量 

2.3 問題を修復するためのコスト 

2.4 リコールが自主的な又は自主的ではない（involuntary）ものであったかどうか 

2.5 是正措置 

2.6 その他の重大な（significant）結果（例えば、法的手続又は死亡） 

FB-AG-250a.4. (1)自社の事業及び(2)仲介者について国際的に認知された食品安全基準によ

って認証されたサイトからの生産量の割合 

 企業は、(1) 自社の事業及び(2)仲介者について、国際的に認知された食品安全認証基準によって認

証された施設からの自身の生産量の割合を、重量別に開示しなければならない。 

1.1 関連性がある基準には、「世界食品安全イニシアチブ」（GFSI）、並びに「FSSC 22000」
及び「BRCGS Global Standard Food Safety」などの GFSI によってベンチマークされた基

準を含める。 

1.2 企業は、用いた基準を開示しなければならない。 
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1.3 仲介者とは、生産者（農家）とエンド・ユーザー（消費者）との間のつながりを促進する企

業であり、流通業者、協同組合、トレーダー及び卸売業者が含まれる。 

 開示の範囲には、包装資材又は食品若しくは原材料ではないその他の財及びインプットを除外する。 

 GFSIによってベンチマークされていない食品安全基準を用いて企業がサイトを認証する場合、企業

は当該基準の自身の使用に関する情報を開示しなければならない。 

FB-AG-250a.5. バリュー・チェーンを通じて食品の安全性を確保するためのプロセス、統制

及び手続 

1 企業は、自身のバリュー・チェーンを通じて食品の安全性をモニタリングし、管理し、監督するた

めに企業が用いるプロセス、統制及び手続について記述しなければならない。 

2 企業は、自身の Tier 1 サプライヤーの事業における食品の安全性を評価する自社のアプローチを記

述しなければならない。これは次の開示を含む。 

2.1 自身の Tier 1 サプライヤーに対して監査又は検証を実施しているかどうか。 

2.2 自身の Tier 1 サプライヤーが国際的に認知された食品安全基準（GFSI 又は同等）によって

認証されているかどうか、また、企業がそのような認証を有することが契約上要求されてい

るかどうか。 

2.3 自身の Tier 1 サプライヤーとの対話プログラム又は研修プログラムを実施しているかどうか。 

2.4 Tier 1 サプライヤーは、企業と直接取引するサプライヤーと定義される。 

3 企業は、Tier 1 サプライヤー以外の自身のサプライヤーの事業又は自身の流通業者の事業における食

品の安全性を評価するアプローチを有しているかどうか、また、有している場合は、これらのアプ

ローチについて開示しなければならない。 
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労働条件 

トピックサマリー 

農産物の生産に関連する労働条件は、肉体的な負担が大きく、危険で、地理的に隔離されている可能性が

ある。農業労働者は、労働がインフォーマルであり季節があり不安定であることにより特徴付けられてい

る（characterised）ため、労働権の侵害、特に強制労働の高いリスクに直面している。農業はまた、世

界的に見て児童労働者の大きな割合を占めている。強制労働及び児童労働のリスクは、地域及び作物の種

類によって異なる。直接事業において労働条件を効果的に管理する企業は、人権デュー・デリジェンスな

どの頑健なプロセス、統制及び手続を導入するでその管理を行う場合が多い。強制労働又は児童労働の事

案が財の生産において識別された場合、企業は、輸入禁止などのコンプライアンス・リスク又はレピュテ

ーション・リスクに直面する場合がある。反対に、頑健なデュー・デリジェンスを行う企業は、事業の効

率性及び重要な（important）資源のレジリエンスを向上させる場合があり、国際的に認知された労働基

準の支持に関連する顧客需要の増加から便益を得る可能性がある。 

注記：本トピックに関連する指標は、直接事業に関する情報を捉えることを意図している。「社会サプラ

イ・チェーン管理」の開示トピックに関連する指標は、この産業の企業が、サプライ・チェーンにおける

同様のリスク及び機会にどのように対処しているかに関する情報を捉えることを意図している。 

指標 

FB-AG-310a.1 直接事業における労働条件（強制労働及び児童労働を含む。）を管理するため

のプロセス、統制及び手続 

1 企業は、人権デュー・デリジェンスなど、自身の直接事業における労働条件（強制労働及び児童労

働を含む。）を管理するために企業が用いるプロセス、統制及び手続に関する情報を開示しなけれ

ばならない。 

1.1 強制労働は、国際労働期間（ILO）の「強制労働に関する条約（1930年）（第29号）」によ

り、「何らかの罰則の脅威の下で何者かから強制され、かつ本人が自発的に申し出ていない

すべての労働又は役務」と定義される。 

1.2 児童労働は、ILO のウェブサイトにおいて、「子どもからその子ども時代、潜在能力及び尊

厳を奪い、かつ身体的及び精神的発達に有害であり、彼らの教育を妨げることを含む労働」

と定義される。「ILO 最低年齢条約（1973 年）（第 138 号）」は、就業又は労働に従事する

ための最低年齢は、「義務教育の修了年齢を下回ってはならず、かつ、いかなる場合も15歳

未満であってはならない」と定めている。ILO 条約は、「経済及び教育施設が十分に開発さ

れていない」法域は、「最初は…最低年齢を14歳と定める場合がある」と付け加えている。 

1.2.1 危険な労働に関する最低年齢は、すべての法域において 18歳である。危険な児童労

働は、「ILO 最悪の形態の児童労働条約（1999 年）（第 182 号）」により、「その

性質又はそれが行われる状況により、児童の健康、安全又は道徳を害するおそれの

ある労働」と定義される。 
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2 企業の直接事業における労働条件及をモニタリングし管理し監督するためのプロセス、統制及び手

続には、次のものを含める。 

2.1 責任ある企業行動並びに国際的に認知された権利及び規範の尊重を方針及び管理システムに

組み込む。 

2.2 労働者への潜在的な又は実際の負のインパクト（adverse impacts）を識別し評価する。 

2.3 労働者への潜在的な又は実際の負の影響（adverse effects）を停止、防止又は緩和する。 

2.4 適用及び結果を追跡する。 

2.5 労働者への負の影響（adverse effects）への対処方法を伝達する。 

2.6 適切な場合は、修復を提供するか又は協力する。 

3 企業は、強制労働若しくは児童労働、国際的に認知された労働の権利及び規範のその他の違反、又

は地域の法律若しくは企業の方針の重大な（serious）違反のリスクが高いと識別した場合、自身の

直接農場事業における農産物に関して次の情報を開示しなければならない。 

3.1 企業は、自身の直接事業において、どの農産物がこのようなリスクが高いレベルにあると識

別されたかを開示しなければならない。 

3.1.1 企業は、どのように高リスクの農産物を識別するかについての情報を開示しなけれ

ばならない。 

4 企業は、自身の直接事業における労働条件を管理するための自身のプロセス、統制及び手続が、次

の事項により異なるかどうか、また異なる場合はどのように異なるかを記述しなければならない。 

4.1 地域 

4.2 農産物 

5 企業は、自身の直接事業について、次の事項を識別しなければならない。 

5.1 労働条件を監督する責任を負うガバナンス機関又は個人 

5.2 ガバナンスのプロセス、統制及び手続における経営者の役割（当該役割が特定の経営者レベ

ルの地位又は経営者レベルの委員会に委任されているかどうか、またどのように監督が実施

されているかについての情報を含む。） 

5.3 この開示を作成するにあたり、企業は、自身の直接事業における労働条件のガバナンスに関

連する IFRS S1 号第 26 項から第 27 項の要求事項を適用しなければならない。 
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労働力（workforce）の健康及び安全 

トピックサマリー 

「農産物」産業に属する一部の企業で使用される工業プロセスは、重大な（significant）職業上の危険を

もたらす工業プロセスを使用する。従業員は、とりわけ、転倒、輸送事故、設備関連の事故、化学関連及

び熱関連の疾病又は傷病などの一般的な危険を伴う労働集約的な活動に従事する場合がある。健康及び安

全基準の違反は、規制上の罰則及び是正措置のコストをもたらす可能性がある。高い傷害率及び死亡率は、

企業が脆弱なガバナンス構造及び脆弱な職場の安全文化を有していることを示唆する場合があり、重大な

（significant）風評被害をもたらす可能性がある。労働力（workforce）の健康及び安全を管理すること

についての強力なパフォーマンスは、ブランド・イメージの構築及び従業員の士気の促進に役立つ可能性

があり、生産性の向上、従業員の離職率の低減及びコミュニティ関係の強化をもたらす場合がある。 

指標 

FB-AG-320a.1. (a) 直接従業員及び(b)非従業員労働者契約社員についての(1)死亡の数並びに

(2)総記録災害度数率（TRIR）、(2)死亡率、(3)ニアミス頻度率（NMFR） 

 企業は、(1)業務関連の傷病及び業務関連の疾病から生じる死亡の数を、(a)従業員及び(b)非従業員

労働者について別個に開示しなければならない。 

1.1 従業員は、企業に対して個人的なサービスを提供する個人と定義され、法律上又は税務上の

目的で従業員とみなされる。従業員は、適用される法域の法令に従って、経済的依存などの

指標を用いて企業と雇用関係にある。 

1.1.1 従業員には、フルタイム従業員、正社員、臨時従業員、労働時間が保証されていな

い従業員及びパートタイム従業員を含める。 

1.2 非従業員労働者は、企業に対して個人的なサービスを提供し、法律上及び税務上の目的で従

業員とみなされる個人と同じ方法で、企業の指示のもとに働く個人と定義される。非従業員

労働者は、企業が支配する業務を実施するが、適用される法域の法令に従った企業との雇用

関係はない。 

1.2.1 企業が、業務を指示し、業務を行う手段若しくは方法を支配し、又は業務が実施さ

れる職場を支配している場合、非従業員労働者により実施される業務を「支配」し

ていると定義される。企業と労働者との間の契約関係の種類（例えば、職業紹介所

又は請負業者）は、必ずしも企業が業務を支配しているかどうかを決定するもので

はない。 

1.2.2 組織によって業務が支配されている非従業員労働者には、請負労働者、見習い労働

者、請負業者、インターン、自営業者、下請業者及びボランティアを含める。 

1.3 従業員及び非従業員労働者はあわせて、企業の「労働力（workforce）」又は「労働者」と

定義される。 
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 企業は、(a)従業員及び(b)非従業員労働者についての(1)(2)業務関連の傷病及び疾病について、自身

の総記録災害度数率（TRIR）を別個に開示しなければならない。 

2.1 企業は、記録災害及び非記録災害を定義するために、適用される法域の規準を用いなければ

ならない。 

2.1.1 企業が記録災害及び非記録災害を定義する複数の法域の法令の対象となる場合、企

業は、これらの枠組みの間の差異が報告データに影響を与える（affect）かどうか、

またどのように影響を与えるか（affect）を開示しなければならない。 

2.1.2 傷病又は疾病は、典型的には、それが死亡、就業不能日数、就業制限若しくは別の

職務への異動、応急処置を超えた治療又は意識喪失をもたらす場合、記録災害と定

義されるみなされる。さらに、医師又はその他の資格を有する医療専門家によって

診断された重大な（significant）傷病又は疾病は、死亡、就業不能日数、就業制限

若しくは職務異動、応急処置を超えた治療又は意識喪失をもたらさない場合でも、

記録災害とみなされる。 

2.1.3 応急処置は、典型的には、通常の治療医療処置を提供することができる前の、疾病

者又は傷病者に対する緊急の手当又は処置と定義されるが、法域の定義により異な

る場合がある。 

1.1.2 企業は、応急処置など、記録災害及び非記録災害の定義についての、適用される法

域の規準を用いる場合がある。企業は、これらの規準及び定義の情報源として使用

される法令又は産業の枠組みを開示しなければならない。 

2.2 TRIR は、（記録災害の数×1,000,000） / 総労働時間数と定義される。 

2.2.1 企業が労働時間数を直接計算できない場合、通常又は標準労働時間を用いて、有給

休暇の期間（年次有給休暇、有給傷病休暇、祝日）の権利を考慮したうえでこの情

報を見積り、開示において当該方法を説明しなければならない。 

2.2.2 企業が労働時間数を直接計算できない又は見積ることができない場合、その理由を

開示しなければならない。 

 開示には、場所又は雇用の種類にかかわらず、すべての労働者を含める。 

2 企業は、(2)業務関連の死亡についての死亡率を開示しなければならない。 

3 企業は、(3)業務関連のニアミスについてのニアミス頻度率（NMFR）を開示しなければならない。 

3.1 ニアミスは、記録対象の傷病、疾病、物理的損害又は環境上の損害をもたらさなかったもの

の、他の状況ではそうなる可能性があった、計画外又は制御不能な事象又は一連の事象と定

義する。 

3.2 企業は、ニアミスを分類し識別し報告するためのプロセスを開示する場合がある。  

4 すべての開示される比率は、（統計数×200,000） / 報告された年度におけるすべての従業員の労働

時間の総数で計算しなければならない。 

1.1 

1.1.1 

1 
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4.1 比率の計算における「200,000」は、100 人のフルタイムの労働者が週当たり 40 時間、年当

たり 50 週働いた場合に、年間で提供することができる時間の総数を表す。 

4 開示の範囲には、死亡、業務関連の災害（incidents）及び業務関連の疾病に限定する。業務関連の

災害のみを含める。 

4.1 業務関連の災害は、労働環境における事象又はエクスポージャーから生じる労働力

（workforce）の傷病及び疾病と定義されるである。 

4.1.1 労働環境とは、1 人以上の労働者従業員が働いているか又は雇用の条件として存在

している拠点及びその他の場所をいう。 

4.1.2 労働環境には、物理的な場所だけでなく、従業員が業務中に使用する機器又は資材

を含める。 

4.2 労働者従業員が移動している間に発生する災害は、傷病又は疾病の時点で労働者従業員が雇

用主の利益のための労働活動に従事していた場合、業務関連である。 

4.3 業務関連の災害は、過去に記録された傷病又は疾病が更新されるものではなく、新たな事象

でなければならない。 

5 労働力（workforce）の総数が報告期間中に著しく（significantly）異なる場合、企業は、それらの

差異について説明しなければならない。 

6 企業は、次のそれぞれの従業員のカテゴリーについての比率及び平均研修時間数を開示しなければ

ならない。 

6.1 フルタイム、短時間勤務、パートタイム、役員、労働、給与労働、季節労働、出稼労働又は

時間給労働の従業員のいずれであるかにかかわらず、企業の給与台帳に載っている個人と定

義する、直接従業員 

6.2 企業の給与台帳に載っていないものの、企業が監督又は管理する個人と定義する契約社員。

これには、独立請負業者及び第三者（例えば、派遣会社及び労働仲介業者）によって雇用さ

れる者を含める。 

7 開示の範囲には、従業員の所在地又は雇用の種類にかかわらず、すべての従業員を含める。 

  

5 

5.1 

5.2 

5.3 

5.4 

5.5 
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原材料のサプライ・チェーンが環境及び社会に与えるインパクト 

トピックサマリー 

農産物企業は、多くのサプライヤーから農業インプットを調達している。この産業の企業が環境及び社会

問題についてどのようにサプライヤーと関わるかは、消費者の需要、レピュテーション・リスク及び作物

供給を効果的に管理し価格変動に対応する企業の能力に影響を与える（affect）場合がある。労働、環境

実務及び倫理又は汚職に関連するサプライ・チェーン管理の問題は、企業に対する規制上の罰金又は長期

的な事業コストの増加をもたらす場合がある。同様に、農産物企業は、サプライヤーが環境又は社会問題

について適切に取り組まない場合、風評被害に直面する可能性がある。企業は、持続可能な農業の実務を

実施するか又は認証を受けたサプライヤーから調達を行うために、不可欠なサプライヤーと連携すること

により、これらのリスクを軽減し、潜在的に消費者の需要を増大させ、又は新たな市場機会にアクセスす

ることができる。 

指標 

FB-AG-430a.1. (1)第三者の環境又は社会基準の認証を受けた農産物を調達した割合及び(2)
基準ごとの割合 

 企業は、(1)第三者の環境又は社会基準の認証を受けた、調達した農産物のコストの割合を開示しな

ければならない。 

1.1 農産物は、企業の事業において使用するために調達する食品、飼料及びバイオ燃料などの原

材料と定義する。 

1.2 環境基準は、原生林の保護、地表水及び地下水の水質の維持、並びに総合的病害虫管理

（IPM）による解決又は「Organic System Plan」の適用など、農産物の生産に関連する環

境インパクトに対処する基準と定義する。 

1.3 社会基準は、労働力（workforce）への報酬、農薬の使用に伴う健康及び安全のリスクに対

する研修及び継続的なモニタリング、並びに児童労働慣行など、農産物の生産に関連する社

会インパクトに対処する基準と定義する。 

1.4 この割合は、第三者の環境又は社会基準の認証を受けた Tier 1 サプライヤーから購入した農

産物のコストを、Tier 1 サプライヤーから購入した農産物の総コストで除して計算しなけれ

ばならない。 

1.5 第三者の環境及び社会基準の認証の例には、次のものを含める場合がある。 

1.5.1 「Bonsucro」 

1.5.2 「Fairtrade International」 

1.5.3 「Fair Trade USA」 
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1.5.4 「持続可能なパーム油のための円卓会議」（Roundtable on Sustainable Palm 
Oil; RSPO） 

1.5.5 「責任ある大豆に関する円卓会議」（RTRS） 

1.5.6 「Rainforest Alliance」 

1.5.7 SA8000 

1.5.8 「U.S. Department of Agriculture (USDA) Organic」 

1.5.9 UTZ 

 企業は、(2)第三者の環境又は社会基準の認証を受けた、調達した農産物のコストの割合を基準ごと

に開示しなければならない。 

2.1 企業は、それぞれの第三者の環境又は社会基準の認証を受けた Tier 1 サプライヤーから購入

した農産物のコストを、Tier 1 サプライヤーから購入した農産物の総コストで除して、その

割合を計算しなければならない。 

2.1.1 「Bonsucro」認証について、企業は、農産物原材料が「Bonsucro Production 
Standard」又は「Bonsucro Chain of Custody Standard」の認証を受けているかど

うかを開示しなければならない。 

2.1.2 「Fairtrade」認証について、企業は、農作物が小規模生産者、雇用労働組織、契約

生産、貿易業者又は独立小規模生産者についての基準の認証を受けているかどうか

を開示しなければならない。 

2.1.3 RSPO 認証について、企業は、農産物原材料が次のどの RSPO サプライ・チェー

ン・モデルの認証を受けているかを開示しなければならない：「アイデンティテ

ィ・プリザーブド」（IP）、「セグリゲーション」（SG）、「マス・バランス」

（MB）又は「ブック・アンド・クレーム」（B&C） 

2.1.4 RTRS 認証について、企業は、農産物が「RTRS Production」基準又は「RTRS 
Chain of Custody」基準の認証を受けているかどうか、及び「チェーン管理

（Chain of Custody）」基準におけるトレーサビリティが、カントリー・マテリア

ル・バランス、セグリゲーション又はマス・バランスを通じて維持されているかど

うかを開示しなければならない。 

2.1.5 他の第三者認証について、企業は認証の種類を特定する場合がある。 

2.2 認証が同じ農産物に対するものであり、同様の環境又は社会要件を有する場合、企業は、1
つ以上の第三者認証のコストでの割合を 1 つの合計割合に集計する場合がある。 

 開示の範囲には、契約に基づいて栽培されたもの又は商品として調達したものを含む、Tier 1 サプ

ライヤーから購入した農産物を含める。 

3.1 Tier 1 サプライヤーは、企業と直接取引するサプライヤーと定義する。 
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3.2 契約に基づいて栽培された農作物には、「国連食糧農業機関」（FAO）の「Contract 
Farming Resource Centre」と整合的に、企業が作物の生産条件及び作物の品質を農業者と

直接合意したものを含める。 

3.3 商品として調達した農作物には、スポット・マーケット、先物入札（to-arrive bids）、穀物

エレベーター（grain elevators）、又は企業が生産プロセスを制御できないその他の手段に

より購入したものを含める。 

FB-AG-430a.2. サプライヤーの社会及び環境責任監査(1)不適合率並びに(2)(a)主要な不適合

及び(b)軽微な不適合の関連する是正措置率 

1 企業は、(1)サプライヤー施設の外部の社会及び環境監査基準又は内部で開発されたサプライヤーの

行動規範の不適合率を、(a)主要な不適合、及び別個に(b)軽微な不適合について、開示しなければな

らない。 

1.1 主要な不適合は、最も深刻さ（severity）が高い不適合と定義し、監査人によるエスカレー

ションが要求される。主要な不適合には、未成年の児童労働者（労働又は見習いの法定年齢

を下回る。）、強制労働、生命の危険又は重傷を直ちに引き起こす可能性がある健康上及び

安全上の問題、並びにコミュニティに深刻（serious）かつ即時の危害を引き起こす可能性が

ある環境慣行の存在を含める。主要な不適合には、コードの要求事項若しくは法令の重要性

がある（material）違反及びシステム上の違反も含める。主要な不適合は、重大（critical）
又は優先不適合として知られる場合もある。 

1.2 軽微な不適合は、それ自体では管理システム上の全体的な問題を確認するものではないが、

通常、労働者又は環境へのリスクは低いことを表している、独立した又はランダムな不適合

であると定義する。 

1.3 企業は、サプライヤー施設間で識別された不適合の総数（それぞれのカテゴリー内）を、監

査を受けたサプライヤー施設の数で除して不適合率を計算しなければならない。 

2 企業は、(2)サプライヤー施設の(a)主要な不適合及び別個に(b)軽微な不適合に関連する是正措置率

を開示しなければならない。 

2.1 是正措置は、90 日以内に措置（通常、是正措置計画で特定される。）を完了することと定義

する。これは、検出された不適合の原因を除去するように設計されている。これには、あら

ゆる不適合を排除し、不適合の再発防止を確実にするための実務又はシステムの導入及びそ

の措置が講じられたことの検証を含める。 

2.2 企業は、（それぞれのカテゴリーの）不適合に対処する是正措置の数を、識別された（それ

ぞれのカテゴリーの）不適合の総数で除して、是正措置率を計算しなければならない。 

3 企業は、社会及び環境責任の監査コンプライアンスを測定するために用いた基準又は行動規範を開

示しなければならない。 

FB-AG-430a.3. 契約栽培及び商品調達から生じる環境及び社会リスクを管理するための戦略
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についての説明 

1 企業は、契約栽培及び商品調達の実務から生じる環境及び社会リスクを管理するための戦略につい

て説明しなければならない。 

1.1 環境及び社会リスクには、異常気象、水ストレス、環境悪化、労働者の権利、コミュニティ

の権利及び有害な児童労働慣行を含める。 

2 環境リスクについて、説明すべき関連する戦略には、サプライヤーの多様化、環境管理のベスト・

プラクティスに関するサプライヤー研修プログラム（肥料使用のための農業管理実践システム

（MPS）の導入、統合的害虫管理（IPM）及び森林破壊に対処するための取組み（efforts）を含

む。）、代替作物及び置換作物の研究開発への支出又はサプライヤーの環境実務の監査若しくは認

証を含める場合がある。 

3 社会リスクについて、説明すべき関連する戦略には、農薬適用に関するサプライヤー研修プログラ

ム、労働、人権及び農薬曝露などの労働力（workforce）の健康や安全の問題に関するサプライヤー

との関わり、サプライ・チェーン行動規範の維持、並びにサプライヤーの社会慣行の監査又は認証

を含める。 

4 開示の範囲には、企業が調達するすべての農産物原材料を含める。これには、契約栽培者から直接

又は生産者供給契約を通じて調達されたものを含める。 

5 企業は、どの商品又は農産物原材料が事業上のリスクをもたらすか、どのような種類のリスクを表

すか、及び企業がそのリスクを軽減するために用いる戦略を識別する場合がある。 
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GMO管理 

トピックサマリー 

遺伝子組換生物（GMO）技術を使用して開発された農産物は、消費者の高い関心を経験してきた。多く

の場合、GMO 技術は病気又は干ばつに耐性のある品種の開発を通じて作物の収量の改善を可能にしてき

たものの、消費者の懸念は、GMO の栽培及び消費に関連して認識される健康、環境又は社会的インパク

トに関して、依然として存在する。一部の法域は、GMO の使用又は栽培を禁止した。「農産物」産業の

企業を含む食品サプライ・チェーンにおける食品及び飲料企業は、GMO 関連のリスク及び機会を評価し、

当該トピックについて消費者と効果的にコミュニケーションする効果的な手段を模索している。自社の製

品又は効果的なコミュニケーションを通じて変化する消費者の傾向又は規制の変更に対応できる「農産物」

産業の企業は、潜在的なレピュテーション・リスク及び売上高の喪失を軽減し、新たな市場機会にアクセ

スする場合がある。 

指標 

FB-AG-430b.1. 遺伝子組換生物（GMO）の使用を管理するための戦略についての説明 

 企業は、遺伝子組換生物（GMO）の使用を管理するための戦略について説明しなければならない。

これには、GMO の輸入を制限する法域、GMO を含む製品の表示要求に関連するリスク、消費者の

選好の変化、及び GMO の使用に関連する機会についての説明を含める。 

1.1 GMO は、交配又は自然での組換えによって自然には起こらない方法で遺伝物質が改変され

た、人間を除く生物と定義する。 

 企業は、GMOに関する規制を理由に、企業の 1つ以上の製品の輸入を制限、禁止又は一時停止して

いる法域のリストを開示しなければならない。 

2.1 開示の範囲には、GMO の輸入を制限する規制、貿易制限及びその他の措置が含まれる。 

2.2 企業は、それぞれの制限に関して、影響を受ける（affected）製品の範囲、制限が実施され

ている期間、制限について述べられた理由（例えば、健康上の懸念又は生物多様性へのイン

パクト）並びに企業の事業及び財務状況への影響（effect）について説明しなければならな

い。 

 企業は、GMO表示を要求する適用される法域の法令の対象である製品（又は製品カテゴリー）のリ

ストを開示しなければならない。 

 企業は、GMO表示要求に関連するリスク及び機会について説明しなければならない。これには、企

業の下流の顧客（例えば、加工食品企業及び食品小売業者）が開発したものを含める。 

 企業は、GMOを含む製品の使用又は表示に関する消費者の選好の変化に関連するリスク及び機会に

ついて説明しなければならない。 
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環境サプライ・チェーン管理 

トピックサマリー 

「農産物」産業に属する企業は、幅広い作物及び農業製品を生産し供給している。生産量を維持し、価格

に対する期待に応える企業の能力は、資源の利用可能性に依存する。資源の利用可能性は、気候変動、水

ストレス、土壌の健全性、生物多様性、生態系サービスの利用可能性などの環境要因により影響を受ける

（affected）可能性がある。これらのリスクの一部は、本質的にグローバル又は地域的なものであるため、

企業のサプライ・チェーンにおける事業から独立して存在している。その一方で、地域の農業の実務から

のインパクトとより直接関連しているものもある。環境へのインパクト、特に森林破壊又は集中的な単一

作物栽培（monocropping）による土壌の劣化といった注目度が高い（high-profile）課題に関連するもの

は、規制の強化をもたらすか又は企業の評判及び事業の社会的なライセンスに損失を与える可能性がある。

また、より広範な自然関連の物理的リスクは、作物の収穫高及びコモディティ価格の変動を生み出し、収

益性に影響を与える（affect）可能性がある。長期的には、資源の制約及び気候パターンの変化により、

企業は不可欠な作物の生産において課題に直面する場合がある。サプライヤー及び地域社会（先住民族を

含む。）と協働して、輪作、被覆作物、統合型害虫管理、精密農業及び農業生態学を含む持続可能な農業

の実務を採用する企業は、レジリエンス及びこれらのリスクへの適応可能性を改善することができる。 

指標 

FB-AG-430c.1. 森林破壊又は転換がないと決定された、調達した農産物の割合（進捗をモニ

タリングするために設定された目標を含む。） 

1 企業は、森林破壊又は転換がないと決定された、調達した農産物の割合を開示しなければならない。 

1.1 森林破壊は、一時的又は永続的な森林地帯の非森林地帯への人為的な転換と定義される。 

1.2 転換は、自然の生態系を別の用途に変更すること、又は自然の生態系の種組成、構造若しく

は機能の深刻な（profound）変化と定義される。 

1.3 企業は、調達した農産物ごとに情報を分解しなければならない。 

1.4 開示は、森林破壊又は転換の一因となることが分かっており、最大の食品原材料費用を構成

する、又は企業の製品において不可欠である、調達した農産物に限定される。関連する製品

には、木材製品、パーム油、大豆、コーヒー、カカオ及び牛製品が含まれる場合がある。 

2 企業は、調達した農産物が、森林破壊又は転換がないと決定するために用いた評価方法を記述しな

ければならない。評価方法には、モニタリング、認証、近年において転換がないかごくわずかであ

る低リスク法域からの調達、及び検証済みのサプライヤーからの調達を含める。 

2.1 企業は、自身の評価方法を選択した理由を開示し、自身の方法論における限界を識別しなけ

ればならない。 
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3 企業は、自身の評価において設定しているトレーサビリティのレベル（国、地域、地方、又は具体

的な原産地）を開示しなければならない。 

4 企業は、森林破壊又は転換に関連する自身の戦略的目標（goals）の達成に向けた進捗をモニタリン

グするために設定した目標、及び法令により達成することが要求されている目標に関する情報を開

示しなければならない。 

4.1 この開示を作成するにあたり、企業は、企業の森林破壊又は転換の目標に適用される IFRS 
S1 号第 51 項から第 53 項の要求事項を適用しなければならない。 

4.2 企業は、自身の目標を達成するために必要な自身の調達又は評価実務の変更に関する情報を

開示しなければならない。 

FB-AG-430c.2. サプライ・チェーンにおける自然及び気候に関連する物理的リスクに敏感な、

優先的に調達される農産物 

1 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクに対して敏感な自身の優先的に調達される農産物を

開示し、自身のこれらの製品の調達がそのようなリスクによって、どのように合理的に影響を受け

る（affected）可能性があるかについて記述しなければならない。 

1.1 優先的に調達される農産物は、第三者から購入し企業の最大の費用を構成する農産物又は自

身のビジネス・モデルに不可欠であると企業が識別した農産物と定義される。 

1.2 自然及び気候に関連する物理的リスクが、企業が短期、中期又は長期にわたり望ましい価格

で又は希望数量でコモディティを調達する能力に影響を与える（affect）と合理的に見込み

得る場合、調達される農産物は当該リスクに対して敏感である。 

1.3 関連性がある自然及び気候に関連する物理的リスクには、気候変動、異常気象、干ばつ、洪

水、水ストレス、暴風雨、土壌の健全性の劣化、生態系の変化又は生物多様性の喪失を含め

る場合がある。 

2 企業は、それぞれの環境リスクについて、自然及び気候に関連する物理的リスクの影響（effects）
が生じると合理的に見込み得る時間軸（短期、中期又は長期）を特定しなければならない。 

2.1 企業は、「短期」、「中期」及び「長期」をどのように定義し、これらの定義が戦略的意思

決定に用いる計画期間とどのようにつながるかについて説明しなければならない。 

3 企業は、識別した環境リスクを考慮して、環境関連の変化、進展及び不確実性に対する自身の戦略、

ビジネス・モデル及びサプライ・チェーンのレジリエンスについて記述しなければならない。 

4 企業は、自然及び気候に関連する物理的リスクを緩和するために用いる戦略について記述しなけれ

ばならない。これは、自身のサプライヤーの多様化、代替作物又は代用作物の研究開発への投資、

及び代替製品又は製品配合の開発を含む場合がある。 

FB-AG-430c.3. サプライ・チェーンにおいて環境資源を管理し持続可能な農業の実務を導入
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するための戦略の記述 

1 企業は、自社のサプライ・チェーンにおいて環境資源を管理し、持続可能な農業の実務を導入する

ための自身の戦略に関する情報を開示しなければならない。 

1.1 環境資源には、土地、土壌、水、生物多様性、生態系及び生態系サービスを含める。 

1.2 持続可能な農業の実務には、再生農業、精密農業、農業生態学、また、温室効果ガス排出、

土壌の健全性、肥料、殺虫剤及びその他の化学物質の使用管理、地表水及び地下水の水質維

持、水の保全、土地利用の効率化、並びに生物多様性、生態系及び生態系サービスの保全な

どの領域に焦点を当てた同様の取組み（efforts）を含める。 

2 企業は、補助金、農家とのプログラム及びパートナーシップ、他社との共同投資及びパートナーシ

ップ、並びに先住民族などの地域社会との対話など、持続可能な農業の実務に関連する自身の活動

及び投資に関する情報を開示しなければならない。 

2.1 企業は、持続可能な農業の実務に関連する自身の重要な（important）行動及び取組みに投

資した数値（amount）を開示しなければならない。 

3 企業は、自身のサプライヤーにおける持続可能な農業の実務の促進を通じて、企業が管理すること

を目的とするリスクに対して敏感な資産又は事業活動の数値（amount）及び割合を開示しなければ

ならない。 

4 企業は、自身のサプライヤーにおける持続可能な農業の実務の促進に関連する機会と整合する資産

又は事業活動の数値（amount）及び割合を開示しなければならない。 

5 企業は、企業が考慮した環境資源の管理及びサプライ・チェーンにおける持続可能な農業の実務の

導入に関連するリスク及び機会のトレードオフに関する情報を開示しなければならない。 

6 関連性があるリスク及び機会は、サプライヤーとの関係、サプライ・チェーンのレジリエンス、レ

ピュテーション管理、価格変動、消費者需要、獲得市場、法令リスクの管理、事業を営むための企

業の社会的ライセンスにとっての脅威、及び地域社会の善意（goodwill）は関連する場合がある。 
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社会サプライ・チェーン管理 

トピックサマリー 

「農産物」産業に属する企業は、作物及びコモディティを調達するため、広大なサプライ・チェーンを管

理する。企業が社会的問題（労働条件、労働者の安全、倫理及び先住民族を含む地域社会との対話を含

む。）についてサプライヤーを選別しモニタリングし関与する方法は、価格及び生産の安定性に影響を与

える（affects）。強制労働若しくは児童労働又は土地紛争に関連するサプライ・チェーン管理の問題は、

事業を営むための企業の社会的ライセンスにダメージを与え、規制上の罰金又は事業コストの増加につな

がる可能性がある。社会リスクの一部は、特定の作物又は地域に特有である。その一方で、より一般的な

ものもある。地域の規制及び執行は法域によって大きく異なり、企業及びそのサプライヤーにとって追加

のガバナンス上の課題を生む。農業のサプライ・チェーンの複雑性により、企業はこれらのリスクを識別

し評価するために、トレーサビリティ・システムに投資することが多い。企業はまた、新たな市場機会を

獲得するために、認証（certification）を取得することもできる。企業は、労働慣行を改善し、サプラ

イ・チェーンのレジリエンスを強化し、レピュテーション・リスクを緩和するために、サプライヤー及び

農場コミュニティと対話することができる。 

指標 

FB-AG-430d.1. サプライ・チェーンにおける労働条件及び地域社会へのインパクトを管理す

るためのプロセス、統制及び手続（人権デュー・デリジェンスを含む。） 

1 企業は、人権及び環境デュー・デリジェンスなど、次に関連するサプライ・チェーンにおける問題

をモニタリングし、管理し、監督するために企業が用いるプロセス、統制及び手続に関する情報を

開示しなければならない。 

1.1 労働条件、職場の安全、労働者の権利、強制労働、現代奴隷制及び児童労働 

1.2 先住民族を含む地域社会へのネガティブなインパクト（汚染、移住及び資源の剥奪又は枯渇

など） 

1.3 汚職及び適用される法域の法令遵守 

1.4 国際的に認知された枠組みにおいて定められた権利及び規範 

2 サプライ・チェーンにおける労働条件及び地域社会へのインパクトをモニタリングし、管理し、監

督するためのプロセス、統制及び手続には、次のものを含める。 

2.1 責任ある企業行動、並びに国際的に認知された権利及び規範の尊重を方針及び管理システム

に組み込むもの 

2.2 サプライ・チェーンの事業及び取引関係から生じる労働者、利害関係者及び地域社会への負

の（adverse）インパクトを識別し、評価するもの 
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2.3 サプライ・チェーンにおける労働者及び社会への潜在的な又は実際の負の（adverse）イン

パクトを停止、防止又は緩和するもの 

2.4 適用及び結果を追跡するもの 

2.5 インパクトへの対処方法を伝達するもの 

2.6 適切な場合は、修復を提供するか又は協力するもの 

2.7 先住民族との対話にあたり、自由意志に基づく、事前の、十分な情報に基づく同意（又は協

議）プロセスの利用を促進するもの 

3 企業は、サプライ・チェーンにおける労働者及び社会への潜在的な又は実際の負の（adverse）イン

パクトの防止、緩和及び修復に対して、サプライヤーがインセンティブ及び報酬を受けているかど

うかを開示しなければならない。 

4 企業は、サプライ・チェーンにおける労働者による採用手数料の支払いを禁止する方針を有してい

るかどうかを開示し、有している場合は、当該方針が執行されるメカニズムを記述しなければなら

ない。 

5 企業は、次の事項を識別しなければならない。 

5.1 サプライ・チェーンにおける労働条件及び地域社会へのインパクトを監督する責任を負うガ

バナンス機関又は個人 

5.2 ガバナンスのプロセス、統制及び手続における経営者の役割。これは、当該役割が特定の経

営者レベルの地位又は経営者レベルの委員会に委任されているかどうか、及びどのように監

督が実施されているかについての情報を含む。 

5.3 この開示を作成するにあたり、企業は、自身のバリュー・チェーンにおける労働条件及び地

域社会へのインパクトのガバナンスに関連する IFRS S1 号第 26 項から第 27 項の要求事項を

適用しなければならない。 

FB-AG-430d.2. サプライ・チェーンにおける製品の経路を追跡する国際的に認知された基準

によって認証された、調達した農産物の割合 

1 企業は、サプライ・チェーンにおけるコモディティの経路を追跡する国際的に認知された基準によ

って認証された、自身の調達した農産物の割合を開示しなければならない。 

1.1 企業は、それぞれのケースにおいて、用いた基準、及び当該基準に関連する種類が複数ある

場合は、その認証の種類を識別しなければならない。 

1.2 企業は、製品別に情報を分解しなければならない。 

2 企業は、企業が用いる認証基準を選択した自身の根拠を説明しなければならない。 

3 国際的に認知された基準の例には、次のものを含める。 
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3.1 「Bonsucro」 

3.2 「Fairtrade International」 

3.3 「持続可能なパーム油のための円卓会議」（RSPO） 

3.4 「責任ある大豆に関する円卓会議」（RTRS） 

3.5 「Rainforest Alliance」 

3.6 「SA8000」 

4 企業は、サプライ・チェーンにおいて製品の経路を追跡する国際的に認知された基準の認証をサプ

ライヤーに取得させるための改善プロジェクトについて記述しなければならない。 

FB-AG-430d.3. 過去3年間に独立した第三者による監査又は検証の対象となった高リスク・

サプライヤーの割合、並びに不適合及び是正措置の記述 

1 企業は、報告日以前の 3 年間に少なくとも 1 回、独立した第三者による監査又は検証の対象となっ

た自身の高リスク・サプライヤーの割合を開示しなければならない。 

1.1 高リスク・サプライヤーは、強制労働又は現代奴隷制、児童労働、国際的に認知された権利

及び規範に対するその他の違反、先住民族を含む地域社会へのネガティブなインパクト、又

は現地法若しくは企業のサプライヤー行動規範に対する深刻な（serious）違反のリスクが高

まったレベルにあると企業が判断した、バリュー・チェーンを通じたサプライヤーと定義さ

れる。 

1.1.1 企業は、高リスク・サプライヤーを識別する方法に関する情報を開示しなければな

らない。 

1.2 独立した第三者による監査又は検証は、サプライヤーの施設が、関連性がある原則、方針及

び規制を遵守していることを決定するために、独立した外部組織がサプライヤーの施設を訪

問し、記録をレビューすることと定義される。 

2 企業は、自身の監査又は検証の方法論及び規準（criteria）（例えば、経営システムの調査、労働者

へのインタビュー、経営者へのインタビュー、文書レビュー及び観察）を開示しなければならない。 

3 企業は、監査又は検証の遵守を測定した基準又は行動規範を開示しなければならない。 

4 企業は、不適合及び是正措置に関する情報を開示しなければならない。これは、不適合が生じたサ

プライ・チェーンのレベル（Tier 1、Tier 2 若しくはその他、又は地域別）、優先度の高い不適合を

解決するための時間軸、是正措置が成功したかどうかの評価、及びサプライ・チェーンの透明性を

高め、サプライヤーの能力を構築するための取組み（efforts）の記述を含む場合がある。 

4.1 優先度の高い不適合は、最も深刻さ（severity）が高い不適合と定義し、監査人又は検証人

によるエスカレーションが要求される。優先度の高い不適合には、未成年の児童労働者、強

制労働若しくは現代奴隷制、生命の危険又は重傷を直ちに引き起こす可能性がある健康上及
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び安全上の問題、又はコミュニティに深刻（serious）かつ即時の危害を引き起こす可能性が

ある環境実務の存在を確認する。優先度の高い不適合には、規則の要求事項又は法令の重要

性がある（material）違反若しくはシステム上の違反を含める。 
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原材料調達 

トピックサマリー 

農産物企業は、農家又は仲介業者から多種多様な商品及び原材料を調達している。この産業が原材料を望

ましい価格で確実に調達する能力は、作物の収穫量によって変動する。つまり、気候変動、水不足、土地

管理、及びその他の資源不足の考慮事項によって影響を受ける（affected）場合がある。生産性が高く、

比較的資源集約的でない作物を調達する企業、又はサプライヤーと緊密に協力して気候変動及びその他の

資源不足リスクへの適応性を高める企業は、作物価格の変動及び作物の供給断絶を軽減できる場合がある。

さらに、企業はブランドのレピュテーションを高め、新しい市場機会を開拓する場合がある。調達リスク

を効果的に管理しないことにより、資本コストが高くなり、マージンが減少し、売上成長率が抑制される

ことにつながる可能性がある。 

指標 

FB-AG-440a.1. 主要作物の識別及び気候変動によってもたらされるリスク及び機会の記述 

 企業は、企業のビジネスにとって優先事項である主要作物を識別しなければならない。 

1.1 FB-AG-000.A で開示するように、主要作物は、過去の 3 報告期間のいずれかにおいて連結売

上高の 10％以上を占めたものである。 

 開示の範囲には、企業が直接栽培する作物、契約に基づいて栽培された作物、又は商品として調達

した作物を含めなければならない。 

2.1 企業が直接栽培する作物には、企業が所有又は運営する農場で栽培する作物を含める。 

2.2 契約に基づいて栽培された作物には、「国連食糧農業機関」（FAO）の「Contract Farming 
Resource Center」と整合的に、企業が作物の生産条件及び作物の品質を農業者と直接契約

したものを含める。 

2.3 商品として調達した作物には、スポット・マーケット、先物入札（to-arrive bids）、穀物エ

レベーター（grain elevators）、又は企業が生産プロセスを制御できないその他の手段によ

り購入したものを含める。 

 企業は、気候変動シナリオによって、主要作物にもたらされるリスク又は機会を記述しなければな

らない。また、関連性がある場合には次のものを含める。 

3.1 気候変動によって生じるリスクの識別。これには水の利用可能性、作物地域の変化、害虫の

移動及び異常気象を含める場合がある。 

3.2 気候変動によって生じるリスク及び機会を決定するために用いるシナリオについての説明 

3.3 そのようなシナリオがどのように顕在化するか（例えば、企業又は企業のサプライ・チェー

ンへの直接的な影響（effects））及びこれらがその優先作物に対して有する潜在的な影響

（implications）についての説明 
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3.4 そのようなリスク及び機会が顕在化すると見込まれる時間軸 

 企業は、これらのシナリオを開発するために用いる方法又はモデルについて説明する場合がある。

これには、グローバル・グリッド・クロップ・モデル（global gridded crop models）又は政府及び

非政府組織によって提供される科学的研究（例えば、「気候変動に関する政府間パネル 気候シナ

リオ・プロセス」）の使用を含める。 

 企業は、気候変動のインパクトを評価しモニタリングするための取組み（efforts）、及びリスクを

軽減するか若しくはリスクに適応するための関連する戦略、並びに機会を認識するための取組み

（efforts）（例えば、FAO の「Climate-Smart Agriculture」アプローチ）について説明しなけれ

ばならない。 

5.1 軽減戦略には、作物保険の利用、ヘッジ手段への投資及びサプライ・チェーンの多様化を含

める場合がある。 

5.2 適応戦略には、生態系管理及び生物多様性の改善、耐性作物品種の開発、並びに植え付けて

収穫するタイミングの最適化を含める場合がある。 

FB-AG-440a.2. 「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」地域から調達し

た農産物の割合 

 企業は、「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」地域から調達した農産物の割

合を開示しなければならない。 

1.1 農産物は、企業の事業が使用するために調達する食品、飼料及びバイオ燃料原料などの原材

料と定義する。 

 この割合は、農産物を生産するために「ベースライン水ストレス」が「高い」又は「極めて高い」

地域で取水し水消費している Tier 1 サプライヤーから購入した農産物のコストを、Tier 1 サプライ

ヤーから購入した農産物の総コストで除して計算しなければならない。 

2.1 企業は、「世界資源研究所」（WRI）の水リスク・アトラス（water risk atlas）ツールであ

る「Aqueduct」によって、「ベースライン水ストレス」が「高い（40〜80％）」又は「極

めて高い（>80％）」と分類された場所で取水し水消費する Tier 1 サプライヤーを識別しな

ければならない。 

 開示の範囲は、契約に基づいて栽培された農産物又は商品として調達した農産物を含む、Tier 1 サ

プライヤーから購入した農産物である。 

3.1 Tier 1 サプライヤーは、農産物について企業と直接取引するサプライヤーと定義する。 

3.2 契約に基づいて栽培された農産物には、「国連食糧農業機関」（FAO）の「Contract 
Farming Resource Center」と整合して、企業が作物の生産条件及び作物の品質を農業者と

直接契約したものを含める。 

3.3 商品として調達した農産物には、スポット・マーケット、先物入札（to-arrive bids）、穀物

エレベーター（grain elevators）、又は企業が生産プロセスを支配できないその他の手段に

より購入したものを含める。 
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 すべての Tier 1 サプライヤーに関するデータを識別又は収集できない場合、企業は、原産地及び水

リスクが不明である農産物の割合を開示しなければならない。 


